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1 工学部における経営学教育関連科目

現在における日本の経営学教育は,既存の商学
部 。経済学部をはじめ,戦後,数多く設置されて

きた経営学部 。経営情報学部などにおいて,関連

する科目が多様に開講されている。それにくわえ

て,工学部 。理工学部においても,経営工学科・

管理工学科 。工業経営学科などにおいて,経営学
関連の教育科目が設置されている。

斎藤毅憲『現代日本の経営学教育―実態調査と

分析一』(成文堂,昭和53年 ),同『現代日本の大
学と経営学教育』(成文堂, 昭和56年)は , 大衆

化した日本の大学における経営学教育の実態をく

わしく分析している。

本稿の関心は, 日本の大学における経営学教育

が経営学の生成期にどのようになされていたか ,

とくに工学系統の大学・学部 。学科 〔当時の帝国

大学・高等工業学校〕において,それがどのよう

に発生 。展開してきたかにある。

筆者は, 日本経営学史における本史開始の時期

は,大三年間,限定すれば大正 7年 ころに求めら
れると主張してきた1)。 この主張は, 商学部や経

済学部における経営学関連の学問展開をもっばら

考察していた。

だが, 日本経営学史の検討においては,文科系
の大学 。学部における経営学教育の実態のみなら

ず,工科系の大学 。学部における経営学教育の実
態も十分しっておく必要がある。というのは,後

者の研究と教育のありかたが,実は, 日本経営学

史の「本史」誕生の時期を論定するさい,不可欠
の論点になるからである。下掲 〔脚注 1〕 の拙著

『経営学発達史』と F経営学の生成」は,そ の論

点を中心に議論していた。

要するに本稿は, 日本における工学系統の大学

・学部・学科では,い つから, どのような内容を

もって,経営学教育の関連科目が開講され,そ の

後, どのような進展をたどってきたかなどを観察

する。そして, 日本経営学史に対して有するその

学問上の意義を根本的に検討する。

まず,表 1「工学部における経営学教育関連凄

目」一覧 (27校分)を作成した。なお,本稿が考

察の対象とする時代は,戦前Lll〔昭和20(1945)

年〕までである。

表 1は , 官立大学工学部 〔工科大学〕・高等工

1)斐 富吉『経営学発達史―理論と思想―』学文社,1990年。同『経営学の生成 日本経営学史序説―J白桃書
房,1994年参照.

2)F東京帝国大学五十年史』東京帝国大学, 昭和7年,〈、上冊〉の第3巻第2篇第4章 「工科大学J, |■ ‖1))ご )

第4巻第2篇第4章「]1科大学Jおよび第5巻第2篇第3章「工学部Jを参照。

3)『東京大学百年史 部局史三』東京大学出版会,昭和62年,570 571頁 ,588-602頁 ,619頁 。

表 1 工学部における経営学教育関連滲1日

公布・設置年次  1議 雫 蓋≦ぎtlB 設 置 時 学 科 教  育  滲1  日

① 明治19〔 1886〕 年
帝国大学の

1日工部大学校と元東京

大学工芸学部を併わせ

て,帝国大学工千ヽ大学
となる

大正 8年 ;東京帝国大

学工学部となる

H召和 17年 ;第 21E学部

設置
3)

土木工学 機械工学 造船
学 電気工学 造家学 応
用化学 採鉱冶金学

7科

土木工学 機械工学 il舶
工学 応用化学 造兵学
火薬学 電気工学 採i17学
建築学 冶金学   10科

土木工学 機械工学 i卜舶
工学 航空機体工学 it空
原動機学 造兵学 電気工
学 建築学 応用化学 冶
金学        10fl

大正 4年の学科課程改正まで

「工芸経済学J

同上改正後,機械工学科に I工
業経済学J「工場管理法」

全学科に「経済学総論Jと 「工

業経済」「財政及金融」

機械・船舶・造兵の 3学科に

「工場管理法」

大正10年の改正 ;冶金学科に

「工場管理法J

「経済概論」「法律概論J「工場

管理法J



その2

設 置 時 学 科

,i rllli'i,'34 t1901-l 4. llEjir234. ; EJJi'hl4qrf]l 染織科―色染分科・機織分 |。 明治20年代に「職工経済J

東京高等工業学校4)|卜 |の東京職工学校を改 滲 ― 窯業千1 応用化学科 |・ 明治33年制定の規則では,「 工
機械科学科 電気科―電気 1 業経済」「工業衛生J「工業簿
機械分科・電気化学分利――1 記J「工場建築」
工業図案警|

6144分科

昭不日411;東京]1業大
学となる

昭和 6年 ;共通学科日

教室の一部として工業

経済教室を設置 昭和
9年 1工業調査部を設

置 昭和10年 :工業経
済学教室設置 昭和19
年 :生産工学研究部を

設置 (→戦後の経営工

学科の基盤)

・ H=和 6年改II(東京帝国大学工

学部を参考に |「成), いくつか

“

)学料の共通科日として「工場

管理法」, そのほかに「工場設

備」「経済学J

。「工業経済学J「工場建築法J「鉱

[I法規」

。同 上

。「工業経済学」
。昭和 6年から機械工学科系列に

「工場管理法」
。昭和15年増設の化学機械学科に

「工場管理法J
。昭和17年増設の航空工学科に

「工場管理法J
。参考→医学部薬学科に「工場経

済J(昭和16年 )

明治30〔 1897〕 年

京者卜帝国大学5)

● 明治34匿 1901〕 年
大阪高等工業学校6)

京都帝国大学理工科大

学として設立

明治31年 ;3学科を追

llJ開設

大正 3年 ;理科大学と

工科大学に分離

大正 8年 ;大学令によ

り工学部と改称

大正 9年

目召不E114年

Jl木工学 機械工学 2 FI

電気工学 採鉱冶金学 製
造化学       3利

建築学利設置

燃料化学科設置後,毎年 1

学科ずつ 3学科を新設

機械r4 ルぶ用化学千1

■1 窯業科 醸造科
色

金

染

冶

・全11共通本1日 に
「
[業経済」「■

場建築法J「簿記」

明治36年 ;こに正規程

「東京工業大学百年史 !芭史」東京工業大学, 昭和60年 , 120頁以下,185頁・ 464頁以下。482頁以下を参照,

305頁 Jおよび『東京工業大学百年史 部局史」東京工業大学,昭和60年,388-392貞 .

F京都大学七十年史J京都大学創立七十周年記念事業後援会,昭和42年 ,643頁 , 670頁 , 617頁.『京都大学工

学部八十年史」教育文化出版,1昭和55年 , 66-67頁 , 76-77頁 , 138-139頁 , 162-163頁 , 171頁 , 267頁 ,

317頁 , 345-346頁 ぅ

6)F大阪大学工学部七十五年史」財界評論新社,昭和48年,62-66貞 ,165 166頁 ,168-169頁 ,177貞。文部省

内教育史編纂会代表者関屋龍吉 F明治以降教育制度発達史 第 5巻」教育資料調査会,昭和14年 ,920-922頁 。

F同書 第 8巻』同11=2-36頁 ぃ「東北大学工学部六 1年史J財界評・I17新社, 昭和54年 ,227-229頁。

公4j・ 設置年次
勁増設およひ学科
己i 巧|三 高1 ■1 4Q 教  育  科  日



その 3

公布 。設置年次 斤増設および学科ロ
て正 記 事 な ど 設 置 時 学 科 教  育  科  目

明治41年

大正 9年 ;改正規程

昭和 8年 ;大阪帝国大

学工学部となる

昭和11年の授業科日と

して確認できるもの

HH和 12年増設

昭和14年十曽設

昭和15年増設

科 造船科 舶用機関科
8滲|

電気科増設

→機械工学科 応用化学科
醸造学科 冶金学科 造船
学科に共通して

→電気工学科に

航空学科

精密工学十1

通信工学科

_L

上 (「簿記J→「工業簿記」)

。「工場建築J「工業経済J「工場

管理法」

。「工業経済」「工場管理法」
。「工業経済J[工場管理法」
。同 _li
。同 上

同

同

⑤ 明治35〔 1902〕 年
京都高等工芸学校7)

京都高等蚕糸学校助

大正 3年 ;改正規程

昭和 4年 ;改正規程

H召和14年新設

色染科 機織科 図案刊
3科

色染科 機織科 陶磁器科に

図案科に

精密機械科 人造繊維千斗

・機織科に「紡績工場操業及経営

方法」

・色染科と機織科に「工場建築・

工業経済・工業簿記」

・「工業経済」「工業簿記J

。「工業簿記」
。「工場管理及法規」

明治32年 〔当時,京都
蚕業講習所〕

明治38年 ;改正課程

大正 3年 ;京都高等蚕

業学校となる

大][19年

昭和 6年 ;京都高等蚕

糸学校となる

日召不日16年

養蚕千1に

蚕種科に

養蚕科

蚕種科

製糸科

。「経済学」

。「経済原論」「農業経済論」
。「経済学J「農蚕業経営学J

。「法規及経済学J「生糸貿易論J
。「蚕業汎論」「法規及経済学」「蚕

糸業法規」「蚕種業経営論」「商

業論及簿記学」
。「法市1及経済」「蚕業通論J 農
蚕業通論J「工場管理」「織物通

論,精績」「工業政策」「]i場衛
生」
。「法制及経済」農蚕業経済J「農

蚕業通論」「農業政策J「経済事

情」「植民政策」
。同_Lに くわえて「蚕種業経営J
。「工場建築J「工場管理及工場衛

生J「製糸業経営」「生糸貿易」

「商事要項J「簿記及会計Jな ど

0 明治38〔 1905]年
名古屋高等工業

学校9)

大正 2年 ;改正課程あ

るが,内容は不詳

大正 8年 ;改正課程

土木科 機械警1 建築科
機織滲1 色染科   5科
紡織科に

。な し

。「工場管理」「工場建築」

7)F京都工芸繊維大学工芸学部七十年史―紫匂́亭比叡のみ山一』財界評論新社,昭和47年 ,30頁 ,136頁 。教育史

編纂会『明治以降教育制度発達史 第 8巻』309-317頁。『同書 第 5巻』997-1000頁 。

8)京都工芸繊維大学繊維学部 F七十年史』昭和46年,7頁,15頁,35頁,45-47頁,79-82頁,90-95頁。
9)F名古屋工業大学 L十年史―東海の部のほまれに―.』 lll界評論新社, 昭和47年,3]頁,67頁,183-185口。教



公布 。設置年次 1護甲寵却事 な
目

ど 設 置 時 学 科 教

その 4

大正 6年増設

昭和 6年 ;改正規程

昭和14年増設

昭和17年増設

土木工学 機械工学 採鉱
冶金学       3科
電気工学

機械工学 電気工学第 1部
電気工学第 2部

工業化学科

建築工学

愛知県立高等工業

学校

⑦ 明治39〔 1906〕 年
熊本高等工業学校1の

明治39〔 1906〕 年

仙台高等工業学校11)

明治45年,東北帝国
大学の設置を機に廃

止,同大学の附属工

学専FIl部になってい

たが大正10年に復活
・設立

東北帝国大学

理科大学1の

大正10年 :改正規程

(昭和24年名古屋工業

大学に包摂される)

明治40年規程

明治40年 ;改正規程

大正10年 [復活・設立]

大正 6年 ;設置

大正 8年 ;東北帝国大

学工学部設置

大工14年 ;工学部改正

規程

昭和14年新設

昭和16年新設

土木工学科 機械工学科
電気工学科

採鉱冶金学科

[同年末]土木工学科

機械工学科

電気工学科 採鉱冶金学科

土木工学科

機械工学科

電気工学科

応用化学科 E→のちの東北

帝国大学工学部開設の起源

となる]

機械工学 電気工学 化学
工学        3科

航空学科

通信工学科

。「法制経済」

。「工場法規」「工業概論1/4工業経

済学J「工場建築J

。「土木行政J(土木)「工業経済」(土

木,機械)「工業簿記」(機械)
。「工業経済及工業簿記」
。「工業経済簿記及管理法」

。「工業経済簿記及管理法」
。「工業経済及簿記」

。「土木法令」「工業経済」
。「工業法令」「工業経済J「工業

簿記」「工業衛生J「工場建築」
。「鉱業法規」「工業簿記J「工業

衛生」「工場建築」
。「工業法令及経済」

・「原動所設計及管理法」「機械重

量及価格計算法」「工業法令 。経

済及簿記J「工場建築及衛生」
。「工業法令 。経済及簿記」「工場

建築及衛生」

。「工業経済」・「工場建築・衛生」

「工業法令及経済簿記」・「電気

事業法規」「工業経済及簿記」

「工場建築」「工場衛生J
。「工業経済」「工場管理法」

。「工業経済」「工場管理法」(機械

と化学)'「工業経済」「電気法

令」(電気)
。「工業経済」「機械工場管理法」

「化学工場管理法」「電気法令」

「鉱山法令」
。「工業経済」「機械工場管理法」

「航空医学」「航空法規J
。「工業経済」「電気法令」

育史編纂会『明治以降教育制度発達史 第 8巻』69-70頁。『同書 第 5巻』1071頁。

10)F熊本大学工学部七十五年史―緑色深き立岡山一』財界評論新社, 昭和46年 , 37頁 ,71-72頁 ,124-125頁 ,

141頁。教育史編纂会『 llH治以降教育制度発達史 第8巻』369 378頁。『同書 第 5巻』1038-1047頁 。

11)教育史編纂会『明治以降教育制度発達史 第 8巻』48-55頁 ,『同書 第 5巻』900-906頁,914-920頁 。

12)『東北大学工学部六十年史』財界評論新社, 昭和54年 , 117頁 , 133-134頁 , 181-183頁 , 289頁 , 318頁。

Jl木や 機械準1 建築
「

|

紡績お1 色染●|の全十1

機械滲1 電気千1   2科

③
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公布 。設置年次

明治43〔 1910コ 年

米沢高等工業学校
13)

明治44〔 1911〕 年

秋田鉱山専門学校14)

明治44〔 1911〕 年

九州帝国大学

工科大学15)

大正 5〔 1916〕 年

桐生高等染織学校 16)

大正 9〔 1920〕 年

横浜高等工業学校 1つ

大正 9年 ;改正規程  1同 上

大正12年 ;改正規程  1採鉱学科

大正 9年設置

設 置 時 学 科

冶金学科

鉱山機械学滲|・ 燃料学科

染織利―色染分滲|・ 機織分 |。「工業経済J「工業簿記J

科♯)一  応用化学千 機械
f1      3利 2分科
色染科 紡織科 応用化学科 |。「工場管理法・工業経済」「工業

機lllk警|-4+1構成となる 1 簿記・工場建築J(色染と瘤j織 )
電気警|         |。 「工業経済」「工業簿記J「工場

通信工撃科   |。 隆 経湘 開議議賊馴

工作機械千1       1。 「工場管理法及工業経済J「工業
簿記及工場建築」

大正 2年十)2分下卜を分
離独立させ学科‖改iE

大正11年開設

昭和14年設置

‖:イ下日17有11曽言支

。「経済簿記コ「工場衛」1,負傷救

急術J「工業法令J「E場建築J
。「工場建築」「鉱業法令」「経済

及簿記」「工場衛生及救急術」
。「工場建築J「鉱業法令」「法制

一般J「「E業管理」「工場衛生及

救急術」
。「工場建築」「法制一般J「工業

管理J「[場衛生及救急術J
。「工業管理」「工場建築」

土木工学 機械工学 電気 |。「工業経済」

硫椰軒
翔嘱1枷翻

大正 8年学科全般改正

大正 9年 ;桐生高等工

業学校と名称変更

昭和 4年新設

昭和 7年増設

昭和14年新設

日召不日18年十曽設

。「工場建築J「商品及産業地理」

「工業経済」「工業簿記J
。「工場設備及工場管理法」
。「工場建築」「工場設備及工場管

理法」「商品及産業地理」「工業

経済」「工業簿記」
。「重量及原価計算法」
。「工業通論」(機械と応用化学)
。「工場管理法及法規」
。「工業経営」

応用化学科 (増設)

紡織科に紡績部・機織部・

莫大小部設置 (大正12年 )

機械科
‐

応用化学科に護護部

電気科

造兵科

色染科 ん研哉滲}    2滲 }

機械工学 電気化学
化学

。「経済原論」「工場経営法」

『山形大学工学部六十五年史』財界評論新社,昭和49年,49-50頁 , 69-70頁 , 154頁, 174-175頁。『山形大
学工学部50年史』山形大学工学部創立50周年記念会,昭和35年,36頁。

F秋田鉱山専門学校秋田大学鉱山学部50年史』秋田大学鉱山学部, 昭和36年,30-34頁,59-60頁。教育史編
纂会『明治以降教育制度発達史 第8巻』36-43頁 ,125132頁 も参照して補足。

F九州大学五十年史 学術史 上巻』九州大学倉1立五十周年記念会,昭和42年,368-377頁 。『ノL州大学工学部七
十年史』教育文化出版,昭和54年,201■ 202頁。

16)『桐生高等工業学校二十五年史』桐生高等工業学校,昭和17年,302-324頁。『群馬大学工学部七十五年史』群
馬大学工学部,平成2年,37-45頁。

17)『横浜|ヨ立大学工学部五十年史』発行代表者田口武―,昭和47年,11-12頁,68頁,87頁,190頁。

用

科

応

３

増設およひ宇卜 に
正 記 事 な ど 教 育 科 目

昭和 5年増設



その 6

公布 。設置年次
新1曽設および学fl「 |

rt I記 事 な ど 設 置 時 学 科 教  育  科  H

大正14年増設

昭和 4年増設

‖召不日131「ヤ曽:支

建築学科

造船工学科

航空工学科

な し
「工業経済」「l[場経営及建築」

「法制及経済」

大正 9〔 1920〕 年

広島高等工業学校1め

大Tll年 :改lL規程

昭和 4年 1改正規程

昭和24年 :工業経営学

千1発足  H和 40年 :経
営工学科に改称

電気工学

醸造学千

用

科

応

３

機械工学

化学

。「工場建築法」「]i業経済及簿記」

・「工場建築法」「経済及工場経理

法J  。「工場分析J

大正10〔 1921〕 年

金沢高等工業学校19)

明治40〔 1907〕 年

明治専門学校20)

(明治42年開校)

大正10年国立に移管

大正10〔 19211年

東京高等工芸学校21)

昭和14年新設

4年制の工業専門学校

明治44年増設

大正 2年 ;改正学則

大正10年 ;改正規程

大正12年 ;学事日程表

によれば

昭和13年増設

日召禾日16年

昭和 2年 ;改組 .独立

土木工学 機械工学 応用
化学        3科

化学機械科 電気工学

採鉱学 冶金学 機械工学
応用化学 電気工学

採鉱学科を鉱山工学科と改

称

鉱山工学科 (の課程に)

採炭工学科

火薬学科

工芸図案科一同付嘱工芸彫

刻部― 金属工芸科―金属
製品分科・精密機械分科―

木材工芸科 印昴1工芸科
4利 2分科

金属工芸科の金属製品分科

精密機械分科が改組独立→

。「工場建築J「工業経済」
。「土木行政及工業経済」(土木の

み)
。「工場経理法及工場管理法」

3科

。「工業簿記」「工業経済」「工場建

築法」
。「工業経済」「鉱業法」 (鉱山・

冶金)
。「工場管理」「工業経済」(機械)
。「工業経済」(応用化学・電気)
。「工場管F●」「工業経済」「鉱業

法」
。「工業経済」
。「工業経済」

。「経済学」「商品及貿易」「工場

経営」「工場衛生」「工業簿記J

18)『広島大学工学部五十年史―蜘蛛手に注ぐ三篠の河洲―』財界語「論新社, 昭和45年,30-34頁。教育史編纂会

F明治以降教育制度発達史 第 8巻』99-105頁,328頁。

19)F金沢大学工学部五十年史』金沢大学工学部50周年記念事業会, 1嘱■145年 ,21´ 23頁 , S5-86頁 。教育史編纂

会『明治以降教育制度発達史 第 8巻』43-48貞。
20)『九州工業大学六十年史―なかばる原頭若卓の一』則界評論新社,昭和45年,229頁 ,233貞 .

明治専門学校に関しては,各時代における各学科の講義科目が,参照している上記の文献には出ていないの

で,残念ながら不詳である。記述は主に,九州工業大学図書館情報サービス係から与えられた資料などによる。

①『私立明治専門学校一覧』自大正 2年 一至大正 3年より。②教育史編纂会 i・明治以降教育制度発達史 第 8

巻』56-69頁。③英文 iCalendar of MEIJI COLLEGE of TECIINOLOGY[MEIJISEMMON GAKKOl,
Taisho 12 13:1923-1924,1923よ り。④『明治専l15学校一覧 (第30次学年)』 従昭和13年 一至H召和14年よりっ

⑤『明治専門学校一覧 (第33次学年)』 従昭和16年
一至昭和17年 より。

21)『千葉大学工学部六十年史』教育文化Hl版 ,昭和57年,47-48貞 ,87-89頁 ,119-120頁 ,236頁。



その 7

公布・設置年次
新増設および学科 目
改 正 記 事 な ど

昭和 6年

‖召下n18●1;已女糸注

設 置 時 学 科

金属工芸科 精密機械科に

工芸図案科 (同付属工芸彫

刻部)と

金属工芸科の2科に

精密機械牟1木材工芸科 F「

刷工芸科 (同付属写真部)

|こ

金属工芸科→機械工学警|に

「商品及貿易J「工場経営J「工業

簿記」(金属)・「工場経営」「]1

業簿記」(精密機lll12)

「商品及貿易J「工場経営」
「工

業簿記J

「工場経営J「工業簿記J

「工場経営及簿記J

⑬ 大正10〔 1921〕 年
神戸高等工業学校22)

建築利 電気科 機械科
3科

「建築法規」「経営法J(建築)

「工場建築JI工業経済J(電気)

「工場建築J「工業経済・工業簿

記J「工業地理J(機械)

⑩ 大正11〔 1922〕 年
浜松高等工業学校23)

昭和14年増設

H召下日18`年
'ナ
曽11

機械学 電気学 応用化学
3科

通信工学 精密機械学
燃料化学

「法制経済」「工業経営J

「工業経営」

「工業経営J

大正11〔 1922〕 年

徳島高等工業学校21)

昭和12年 ;独立

土木工学 機械工学 応用
化学―製薬化学部・農産工

業化学部-   3科 2部

製薬化学科

。「土木行政及工業経済J(土木)
。「工場建築及衛生」「工業経済及

簿記」(製薬化学・農産工業化

学)
。「工場建築及衛生」「工業経済及

簿記」

0 大正12〔 1923〕 衛i
長岡高等工業学校25)

② 大正13〔 1924〕 年
福井高等工業学校26)

;規程・規則

;学科課程改

;改正(増設)

昭和14年新設

昭和15年 ;規程改正及

新設

工作機械科

電気工学

電気工学 機械工学 応用
化学        3科
同 上      3科

精密機械科 工作機械科を
くわえ5学科

建築科 機械FI 繊維工業
滲「一紡織分利・色染分科―

。「工場経営(工場管理,衛生,経
済,簿記)J
。「工場建築」「工業概論及工業経

済」「電気法規」

。「工業経営」「法制経済」「工場

建築」
。「経営経済及法制J「工場管理」

。「工業経営」(全科)「工場計画」

(機械系 3科 )

。「建築法規J「工業経済J「工業簿

記」(建築)

大正14年

日召千114′■

正

日召禾日15年

22)教育史編纂会『明治以降教育制度発達史 第 8巻』92-96頁。なお『神戸大学工学部五十年史』財界評論新社 ,

昭和46年 も参照してみたが,本書は,神戸高商時代における各学科の教科目編成をまったく記述していない。
そこで,神戸大学附属図書館参考係に問いあわせてもみたが,戦災のために関係資料はほとんど焼失しており

残念ながら関連事情をよく判明できないとの返事をもらった。

23)『静岡大学工学部五十年史』財界評論新社,昭和48年,35頁,117頁 ,119頁 ,151頁。
24)F徳島大学工学部五十年史』財界評論新社,昭和48年,35-36頁,98-99頁 ,113頁 ,116-117頁 。
25)『新潟大学工学部五十年史』財界評論新社,昭和53年,34-35頁 ,120-121頁 ,189-192頁 ,233-234頁。
26)『福井大学工学部五十年史』財界評論新社,昭和49年,29-30頁 ,111頁 , 139頁。教育史編纂会『明治以降教

育制度発達史 第 8巻』139-146頁 。

教  育  科  日



その 8

公布 。設置年次
引 瑠 ま お よ ひ 子 1さ「 日

改 正 記 事 な ど
設 置 時 学 科 教  育  科  日

昭和 5年 i改正

昭和14年新設

昭和17年新設

3科 2分科

工作機械科 電気刊

化学機械科

「工場建築J「工場法」「工業経

済J「工業簿記」(機械・繊維)

「施工及経営法J「工場建築」「原

価計算」「工場法J「工業経済」

「工業簿記」

「工場建築J「工業簿記J「工場

情理法J(工作機械)

「11場建築J「工場管理法J(電
気)

「工場建築」「工業経済及工場管

理J

④ 大正13〔 1924〕 年
山梨高等工業学校27)

昭和11年 ;学科課程の

改正

昭不日14年新設

‖召不日15イ千■li言黄

機械工学 電気工学 土木
工学        3科

上

精 1竹機械科 工作機械科
通信工学科

3科

。「工場建築」「工業経済・工業簿

記 |(機械・電気)
。「土木行政・工業経済 ・ I[l業簿

記J(土木)
。「工業経済 。「[場管理J「■

=場
建

築」(機械)
。「工業経済J「工場建築J(電気)
。「土木行政・工業経済J(土木)
。「工業経済及工場管理 J
。 工業経済及工場管理」

0 大正13〔 1924〕 年
北海道帝国大学

:11学部28)

土木工学 鉱山工学 機械
工学 電気工学   4科

。「工業経済」(共通科日)
。「工場管理法J(機械)
。「財政及金融J(二L木・鉱山)

⑮ 昭和14〔 1939〕 年
名古屋帝国大学

理工学部
29)

1昭和17年 ;工学部を分

離・ 独立

機llt学科 電気学科 応 lll
化学科 金属学科 航空FF
f
「`

。「工業経済J「工場管理法 J「工場

設計J(機械・航空)
。「工業経済」(電気)

・「工業経済」「工場管理法J「「[

場衛生JI応用化学・金属)

④ 昭和14〔 1939〕 年
宇部高等工業学校30)

‖7イ莉117年増設

機械科 工作機械科 精密
機枝科 鉱山機械科 採鉱科

511

工業化学科

。「工場建築J「工業経済学J「工

場法規」(機械・工作・精密)

。「工場建築」「工業経済学_|(鉱

III・ 採鉱)

つ 昭和14〔 1939〕 年
多賀高等工業学校31)

H召和19年 :「多賀工業

専F5学校Jと 改称32)

機械科 精密機械科 原動
機械料 電気料 金属工業
利            5警 |
機械科 原動機料 電気春|
金属工業科 電気通信科
11舶機関科     6科

。「工場建築」「Jl業概論及工業経

済学J「 :l:場法規」

。「工業経営J32)

【付 論】この表 1の内容に関して, 経営学教育関連科日の講座担当者の氏名が一部わかっている。それを紹介して

おきたい。
1.京都帝国大学の工学部ではないが,医学部薬学科 (昭和16年ころ)の「ェ場経済」に松井辰之助が非常勤で出講
している33)。

2.東北帝国大学工学部 (大正15年 )では,「汽車・工場管理法Jに古閑ェ雄,「化学工場管理法」に富岡惟中が
それぞれ非常勤で出講している34)。

3 横浜高等工業学校では,「工場経営法J(大正11年ころから)に荒木東一郎,「経済問題 (課外講義)J(大正11年
から昭和10年まで)に岡 実が:それぞれ非常勤で出講している35、



46

業学校における,経営学関連の教育諸科目に注目
したものである。日本の近代化 =資本主義化,つ
まり富国強兵・殖産興業という路線を達成 。実現

させる基礎となった文教政策上最重要の一翼が ,

理工学部系教育機関の設置であった。その国家政

策を端的に反映した足跡は,官立の大学工学部と

高等工業学校の設立展開によく観察できるのであ

る。

だが,llH治以降の日本の産業化において,W、学

の立場から,工学部 。高等工業学校を創設しよう
とする動向がなかったわけではない。①の明治専

門学校 〔現国立九州工業大学〕は, もともと,1月

治42〔 1909〕 年に私立 4年制の工業専門学校とし

て開校されていた。

府県による官立高等工業学校の創立が,戦時体

制期 〔とくに太平洋戦争期〕にはいって,盛んと

なってい る。

人正 8〔 1919〕 年に,(大学令〉によって大学
となった大学のうち,昭和18-19〔1943-1944〕

年現在で工学部を擁していたのは,早稲田大学理

工学部,慶応義塾大学工学部, 日本大学工学部な

どである。また,昭和にはいってから,藤原工業

大学〔のちに慶応義塾大学に併合〕,興亜工業大学

〔現千葉工業大学〕,大阪理工科大学〔現近畿大学〕

などが設置されている
1)。

ここで |ま ,追加的に,以上のうち,前群 3大学
の工学部 `理」i学部における経営学関連教育科目

をのぞいてみたい。

1)早稲田大学理工学部は,り]治 42〔 1909〕 年
に理工科と tノてll設 されている。設立当初, この

27)御園生ll二郎編『山梨大学工学部l Cl十年史』山梨大学工学部倉1立四 |´周年記念会, 1昭和44年 ,45-52頁。『 111

梨大学工学部二十年史』財界評論新社,日召和50年,3839頁 ,115-116頁 ,130頁 ,134頁。
28)『創基五十年記念北海道帝国大学沿革史』北海道帝国大学,大正15■1,193 194頁 ,206-210頁。『北大工学部
五十年史』北海道大学工学部創立五十周年記念事業会,昭和50年 ,27-36頁。

29)『名古屋大学工学部』教育文化H‖板, 昭和61年,136-139頁 .『名古屋大学五十年史部局史 二』:名古屋大学,

1989年, 6-7頁。

30)『山「1大学工学剖
`五

十年』東洋図書出版,平成 2年 ,「年譜J66-67頁 ,「 1日授業科目」76-77頁。
31)『茨城大学工学部』教育文化出版,昭和56年,39-43 Fl,117-121頁 .
32)本格的な戦時体制期にはいっていた昭和14〔 1939〕 年,工業教育機関拡充の方針にもとづき,下記の7高等I
業学校が新設されている。

室蘭 (機械・電気・工業化学・採鉱 。冶金)

盛岡 (機械・電気・採鉱 。冶金・工作機械)

多賀 (機械・電気・精密機械 。原動機械 。金属工業)

大阪 (罰.・ 電気・精密機械 。原動機械 。金属工業・造1さ )
宇部 (機械・採鉱・工作機械・精密機械・鉱山機械)

剤i居浜 (機械・電気・採鉱・冶金・工作機械)

久留米 (機械・採鉱 。工作機械 。精密機械・鉱山機械)

表 1では,宇部高等工業学校と多賀高等工業学校を例にあげてみた。
各高工の各学科は, 共通する学科日として,「工場建築J「工業概論及工業経済学Jと 関係「法規」(工場法

規,鉱業法規,電気法規など)を配置している (『新潟大学工学部五十年史』189-192頁 参照)。
昭和18〔 1943〕 年 1月 に改正の「専門学校令Jは,昭和19〔 1944〕 年 3月 さらに改正されて,学校種別ごと
の統一規程を設け,学科名称の統合。標準的なカリキュラムの編成などをすすめた (天野郁夫『近代日本高等
教育研究』工川大学出版部,1989年 ,334頁 )。

国防体制を整備するため,文教の根本的刷新もはかられ,学制改革が実施されたのである。昭和19〔 1944コ
年 4月 ,それまでの高等工業学校は一律に工業靖1門学校と改称された。各工業専門学校は,それまでの「工業
経済学Jな どの学科目を廃上し,そのかわりに「工業経営」という学科日を共通して配置した。

33)『京都大学七十年史』617頁。

34)F東北大学五十年史 上」東北:大学,昭和35年,906頁。
35)F横浜日立大学Jl学部五十年史』93頁 ,165頁。

1)伊藤 隆監修・百瀬 孝著『事典昭和戦前期の日本一制度と実態―』古川弘文館,平成 2年,394-395頁。



理工学部は,機械学科・電気学科・採鉱学科・建

築学科・土木学科・冶金学科 。応用化学科の 7学

科すべてに,経営学関連の学科日として「工業経

済学Jを配置している。

大正 9〔 1920〕 年における理工学部の学科課程

は,機械工学科に「工業経済学」「工場簿記」「lE

場管理法」,電気工学科に「経済及法令」,採鉱冶

金学科 に「鉱業衛生」「鉱業簿記J「鉱業法規」

「工業経済学」,建築学科に「法制及経済」,応用

化学科に「工業経済」をそれぞれ配置している。

昭和 7〔 1927〕 年における理工学部学科課程

は,機械工学科 。電気工学科・建築工学科 。応用

化学科に「工場管理法」「工業経済」,採鉱冶金学

科に「鉱業法及工場法J「工業経済」「工業簿記」

鉱山組織及経営法」を配置している
2)。

昭和18〔1943〕 年,早稲田大学理工学部は,既

存の 5学科に分散配置する組織形態をもって,昭

和10〔 1935〕 年に新設していた工業経営分科を分

離 。独立させ, これらを合併して工業経営学科を

設立した
3,。

官立大学ではなく私立大学に,工業経営学科が

はじめて設置されたという事実は,注目に値する

だろう。ただしこれには,時の流れを配慮した評

価が当然必要であるが。

2)慶応義塾大学工学部は,昭和14〔1939〕 年
藤原工業大学として開校している。本校は,機 1戒
工学科・電気工学科 。応用化学科の 3科をもって

発足し,全学科に「経済学概論J「 工場経営」「工

場衛生」を配置している。

昭和17〔 1942〕 年,藤原工業大学は,学卒瞬 程

の全面的といっていい改正をおこなっている。そ

の改正は,機械工学科に「多量生産法」「工場設

計法」「工場経営法」「原価計算」「工業経済」,電

気工学科に「工業経済J, 応用化学科に「工業経
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済J「工業エネルギ論」「工業資源及立地論」「工

場管理及経営法Jを それぞれ配置 している4)。

3)日 本大学工学部は,大正 9に 1920〕 年開設
された高等■l学校を前身とする。同校は,上木科

・建築科だけで開講し,機械科は翌年からの ll・ l講

であった。昭和 3〔 1928〕 年, 日本大学は,土木

工学科・建築学科・機 lll工学科・電気工学科の 4

学科からなる工学部を設置している。

この日本大学工学部が理工学部と名称を変更す

るのは,戦後の昭和33〔 1958〕 年に物理学科を設

置したときである。

日本大学理工学部の大学年史文献には,経営学

関連の学科目をみつけだす手がかりがほとんど記

述されていない。判Ollし た事実は,つぎの 3点の

みである。

まず,大正 9〔 1920〕 年開設の高等工学校には

「法制経済Jの開講が話題にされていたらしいこ

とである。さらに,同校機械科では,荒木東一郎

が「工場管理法」の講義を非常勤講師として担当

していたことである 〔大正末期から昭和初期にか

けてか ?〕。 くわえて, 昭和16年度工学部工業化
学科における関連の教科日は,「工業経済」「工場

法規J「法制大意」であったことである5)。

【補 論】 本稿が参照してきた数多くの大学年史

に関して付言したい。

まず,イ )大学年史の製作方法に関して。

本項で参照してきた文献の多くは,財界評論新

社 〔→のちには教育文化出版。この会社は,財界

評論新社とは別会社であるが,編集者は同一であ

る〕の手によって製作,公刊されている。その代

筆を請け負った編集者たちは,特定の人たちであ

るためか,同社の出版になる大学年史は,酷似し

た内容編成をしめしている。

2)『半世紀の早稲田』占.L稲田大学出版部,H召和 7年,251-257頁 ,326-331頁 ,441-450頁。

3)『早稲田大学百年史 第 3巻』早稲田大学出版部,昭和62年,995頁 ,998頁。

4)『慶応義塾百年史 中巻 (後 )』 慶応義塾,昭和39年,720-722頁 ,737-746貞。参考までにいえば,F菱応義塾

大学工学部三十二年史』慶応義塾大学工学部,H召和49年には上記の学わ1課程は明記されていない。その,点の叙

述は『慶応義塾百年史』にまかせる意向 (?)loしいが,解せないやりかたである。大学年史の編纂方法とし

て,内容に若千の疑間をいだかせる。

5)『 日本大学理工学部五十年史』日本大学理■i学部,卜::和48年,158頁 ,61-62貞 ,年表,71-72頁 ,163頁 ,200

頁。『日本大学理11学部60年史―'71 '80のあゆみ―」日本大学理工学部,昭和55年 6『伝統と情熱の70年史 日

本大学理工学部』日本大学理工学部,1990年。後者 2作では,参照に値する記述を捜しだせなかった。
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たくさんの大学年史に目をとおした筆者にすれ

ば,い ささかならずうんざりする枚読を余儀なく

された。いいかえれば,財界評論新社の製作にな

る大学年史 〔本稿のばあい「 X× 大学工学部OO
年史」〕の叙述は,内 容的にあるいは編成上ほとん

ど差異のないものばかりであった。

つぎに, 口)イ )に 関連して生じる問題点に関

して。

大学年史の編纂がたいへんな作業であることは

よくわかる。そのさい,資料の制約がいちばんの

極枯となろう。だが,せ っかくの年史が年史とし

ての役目をはたしえないような作品もあり,い っ

たいなんのために大学史を製作したのかという所

感ももった。市販 。採算のための配慮があるのか

もしれないが,各大学年史の出来ぐあいに精粗の

差を感じさせられた。

ハ)イ )口 )に対して,各大学工学部当局が市
中の出版社にまかせず,独 自に編纂した大学年史
はおしなべて個性的な編集方針のもとに製作され

ており, 1冊 1冊に味わいがあった。財界 F17論新

社 〔教育文化出版〕に製作を委託するばあいでも,

大学がわが独自に資料を十分に提供したり,事 ti」

の準備を入念におこなっていたものは,概 してよ
い出来となっている。要するに,人まかせの年史
編集では,あ まりよい出来を期待できないようで

ある。

二)以 上の総括をいえば, 工学部の年史にか
ぎらないが,大学の研究・教育の歴史を十分網羅
的包括的に叙述してくれるものがすくなかった。

本稿筆者は,創立当初から現在までのカリキュラ
ノ、編成をまったく載せていない大学年史に接し,

正直いって一驚を喫するほかなかった。

その点,比較的よい出来の大学工学部年史は,
茨城大学工学部であった。ひどい出来の代表は,

九州工業大学 〔付属図書館参考係からの情報提供

がえられ,こ れをもって本論の叙述にあてた〕,神

戸大学工学部 〔同上はえられず,補足の叙述はか
なわなかった〕, 信州大学繊維学部 〔当校は高等

工業学校として発足していないので,本稿におい

ては言及されていない〕
6)な どであった。 いずれ

も財界評論新社 :教育文化出版の製作した大学年

史である。そのほか諸大学の工学部年史は,そ の

あいだに,い ろいるの出来のものが分布していた

ようである。

各大学工学部史に関して必要な資料の不足する

個所は,文部省内教育史 編纂会代表者 関屋龍吉

『明治以降教育制度発達史 第 5巻 。第 8巻』教育

資料調査会,昭和14年によって補足をした。
また,大学年史の叙述内容において,大学の課

外活動史に膨大な紙数をついやすのはいかがなも

のであろうか。大学史において,課外活動史の叙
述部分にたいそうな比重をかけるのは,本末転倒

と感じる。これには,先述のように,製作・販売
にまつわる諸制約が影響していることも推察でき

るが,十分納得がいくわけではない。

Ⅱ 工学部における経営学教育の考察

11}歴史的事情

日制の大学工学部 :工科大学と高等工業学校に

おける経営学関連の教育諸科目は,前節 Iにおい

て夕l挙 してきたように,相 当数の教育機関で工場

管理法を主とした講義が設置されていた。筆者は

経営学を学ぶ立場にある人間として,そ うした歴

史的な経過を,今 日的にいかに観察し,解釈する
か考えてみたい。

まず, 日本の高等教育機関において,工学部・

工科系統の教育はど 7Dよ うに展開されてきたかを

みたい。

当該の歴史的事情に関する概説としては,財界

評論新社 〔のちには教育文化出版〕の作道好男・

江藤武ノ、らによるものがある。同社の両名は,前

節 Iが参照していた「大学史J諸文献のうち,そ
の多くの文献を代筆する編集者となっていた。彼

らは,その歴史的経過に関する解説を,共通に示|

用している1)。

1)明治6〔 1873〕 年,専門学校の規学にもと

6)信州大学llt維学部の前身は,明治43E1910」 年に設置された上「l蚕糸専門学校である。本校の学科課程は,京
都工芸繊維大学繊維学‐il」の前身にあたる京都高等蚕糸学校のものとほぼ同様である。「_L円蚕糸専門学校一覧」

り」治44年 。大lL 2年 。大正 9年 。大正13年・ ll和 2年・昭和17年などを参照じ参照資料は,信州大学附属RI書
館繊維学部分館区1書係からの提供による。

1)こ こではとりあえず,『静岡大学工学部五十年史』財界評論新社,日1]和48年を参照する.



づいて, もとの南校である,第一人学区第一番中

学を改組し,開成学校が開設された。本校は綜合

的の専P5学校とされ,法学 。理学・工業学・諸芸

学・鉱山学の 5科が置かれた。翌明治 7〔 1874〕

年,校名を「東京開成学校Jと 改称された。

明治政府工部省は,明治 6〔 1873〕 年 8月 に工

学校を開校, この工学校は,明治10〔1877〕 年 ,

「工部大学校」と改組された。

明治10〔1877〕 年,「東京開成学校Jは東京医
学校と併せて「東京大学Jと なる。

明治14〔 1881〕 年,「東京職工学校」〔東京工業

大学の前身〕が,最初の中等工業教育機関として

誕生する。

明治18〔 1885〕 年,「工部大学校は」,帝国大学

令の発布により東京大学工芸学部と合併して,新

たに「帝国大学工科大学」が設置された。

ll治27〔 1894〕 年,高等中学校は「高等学校」

と改称され,そ の工学部の分科として第三高等学

校と第五高等学校が設けられた。第三高等学校工

学部は,明治27〔 1894〕 年に法学部 。医学部とと

もに設置された。明治30〔 1897〕 年に創設された

第五高等学1交工学部は,明治39〔 1906〕 年に分離

独立し,「熊本高等工業学校」となった。

明治23〔1890〕 年,「東京職工学校」 は「東京

工業学校Jと 改称されている。

明治29〔 1896〕 年10月 から,「 大阪工業学校J

の授業が開始されている。

明治30〔 1897〕 年,帝国大学は東京帝国大学と

改称され,京都帝国大学が設立されている2)。

2)高等工業学校の拡充発展。明治34〔 1901〕
年,「東京工業学校」 は「東京高等工業学校」と

改称すると同時に,「大阪工業学校」 も「大阪高

等工業学校」と改称する。

明治35〔 1902〕 年,京都高等工芸学校が創立さ

れる。明治38〔 1905〕 年,名古屋高等工業学校が

倉」立される。明治39に 1906〕 年,「熊本高等工業

学校」は分離独立し,仙台高等工業学校が倉」設さ

れている。

明治43〔 1910〕 年,米沢高等工業学校・秋田鉱

山専門学校が設立され,ている。
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人正 4E1915〕 年,桐生高等工業学校は桐生高

等染織学校として設立され,大正 9〔 1920〕 年に

桐生高等工業学校と改称されている。

さらに,高等教育機関の拡張計画にもとづき,

大正 9〔 1920〕 年には横浜高工・広島高工・金沢

高工の 3校,大正10〔 1921〕 年には神戸高工 。東

京高工1年,大正11〔 1922〕 年には浜松高工・徳島

高工, 大正12〔 1923〕 年には長l~~l高工・ 福井高

工,大正13〔 1924〕 年には山梨高工などが創設さ

れている3)。

3)昭和戦時下の工業教育。 1昭和 8〔 1933〕 年
大阪工業大学は大阪帝国大学工学部となり,官立

工業大学は東京工業大学 1校だけとなる。

昭和12〔 1937〕 年に日中戦争が勃発し,工業力

増強が焦眉となって,積極政策がとられた。この

年 4月 の全国工業学校の設置学科は,機械16,電

気10,応用化学 9,土木 7,建築 6,紡績機織等
5,染色 4,冶金 3,採鉱鉱山 2,図案 2,精密

機械 2,造船 。窯業・電気化学・燃料 。醸造・製

薬工業・鉱山機械・金属工芸 。木材工芸・印刷工

芸 。写真は各 1であった。

翌昭和13〔 1938〕 年には,官立各高等工業学校
の学科増設がおこなわれ,航空機 。工作機械など

の新学科が設置された。昭和14〔 1939〕 年には,

室蘭・盛岡・多賀 。大阪・宇部 。新居浜・久留米

の 7高等工業学校が開設された。昭和19〔 1944〕

年,高等工業学校はその名称を工業専門学校と改

め,学則および学科課程を全国一律に改正した。

公立高等工業学校は,昭和15〔 1940〕 年に都立

高等工業学校が創設されてから,昭和17〔1942〕

年に都立化学・岐阜県立,同 18〔 1943〕 年に愛知

県立 。大阪府立堺・都立航空 。大阪市立都島,昭

和19〔 1944〕 年に兵庫県立 。宮崎県立 。大阪府立

淀川 。同航空,同 20〔 1945〕 年に広島市立・鹿児

島県立などの工業専門学校が開設された。私立で

は,昭和14〔 1939〕 年に電機高工,昭和16〔 1941〕

年に研数専門・ 武蔵高工, 昭和19〔 1944〕 年に

は,文部省の文科系学徒の転換政策によって,立

教工業専門学校ほか17校が開校し,さ らに昭和20

〔1945〕 年に 4校が開校した。

2)同書,
3)同書,

7頁,7-8頁 , 10頁, 11頁, 14頁, 15頁。
18-19頁。



。東京高工→東京工業大学
。大阪高工→大阪大学工学部
。京都高工芸→京都工芸繊維大学
。名古屋高工→名古屋工業大学

・熊本高I→熊本大学工学剖S
・仙台高工→東北大学工学部
。米沢高工→山形大学工学剖

`。秋田鉱専→秋田大学鉱山学部

・桐生高等染織→群,馬大学工学部

・横浜高工→横浜国立大学工学部
。広島高工→広島大学工学部
。金沢高工→金沢大学工学部

・明治専門→九州工業大学
。東京高工芸→千葉大学工学部
。神戸高工→神戸大学工学部

・浜松高工→静岡大学工学部

・徳島高工→徳島大学工学部
。長岡高工→新潟大学工学部
:福井高工→福井大学工学部

・山梨高工→山梨大学工学部

創立年次(西暦)

明治36(1903)年

明治36(1903)年

明治36(1903)各 i

明治38(1905)年

明治39(1906)年

明治40(1907)年

明治43(1910)年

明治44(1911)年

大正4(1915)年

大正 9(1920)年

大IE 9(1920)年

大]119(1920)年

大正10(1921)年

大正10(1921)年

大正10(1921)年

大正ll(1922)年

大正11(1922)年

大正12(1923)年

大正12(1923)年

大■13(1924)年

表 2 官立高等工業学校創立年次および設置学科一覧 |り1治 一人上期)

=設 置 学 わ|=

機械・電気・建築・応用化学・染織・窯業・図案

機械・造船・1自用機関・応用化学・醸造・色染・冶金・窯業

色染・紡織・図案

土木・建築・色染・紡織

機械・土木・採鉱冶金

機械・電気・土木・採鉱冶ri

応用化学・染織

採鉱・冶金

色染・紡織

機械・電気・応用化学

機lll,電気・応用化学

機械・土木・応用化学

機械・電気・応用化学

機械 (金属工芸)・ 工芸図案

機械・電気・建築

機l・t・ 電気。応用化学

機械・土木・応用化学

機械・電気・応用化学

機械・電気・染織

機械・電気・土木

テ17科

言「8科

||13科

言「4科

計 3科

i卜 4千 )ト

;卜 2本 :|

計 2お |

計卜2手|

訓̂ 3科

i13オ斗

計 3科

訓̂ 3科

印刷工芸・木材工芸  計 4科
討 3科

計 3科

計 3科

;:+3千 i「

訓 3科

テ|‐ 3科

注 1)明治期から大IE期に倉1立された官立高等工業学校にかぎって掲載 lンたo この一覧以外に上田蚕糸専門学校
〔明治43(1910)年創立,現信州大学繊維学部〕もある。

注 2)東京高工 。大阪高工・京都高工芸は専門学校令制定時 (明治36年 6月 ), 明治専門は官立移管時の学科編成
をしめす。京都高工芸の創立時の学科名は機械科であるが,実質は機織であり, のちに機織科と改称してい
る。

注 3)機械科は精密機械科をふくみ,染織科は繊維科をふくむっ
出所)『東京工業大学百年史通史』東京工業大学,H召和60年,254-255頁 〔を補■t〕 .

表 3 工学系学部および工業大学の学部数 。学科数の変遷  ( )は増加率

度年 学  部  数 学  科  数 帝国大学工科,
講  座  リ

明治26(

明治30(

明治34(

明治38(

明治42(

大正 2(
大正 6(
大正10(

大IE14(

H召不口4 (

H召不Π8 (

11召不日12(

H召下日16(

H召不日20(

893)年

897)11

901)年

905)有二

909)年

913)11

917)午

921)11■

925)年

929)F「

933)年

937)1■

941)年

945)年

1(1.0)
2(2.0)
2

2

2

3 (3.0)

3

5(5.0)
6(6.0)
9(9.0)
10 (10.0)

10

11(11.0)

14 (14.0)

9(1.0)
11(1.2)

14(16)
14

15(1.7)
21(23)
21

32(36)
37(41)

51(57)
55 (6.1)

56  (6.2)

73 (8.1)

96 (10.7)

21(10)
42 (2.0)

49  (2 3)

51(24)
58  (2 8)

87  (:4 1)

89 (4 2)

144 (6 9)

181  (8 6)

189  (9 0)

216(10 3)

222 (10 6)

284 (13.5)

321(15 3)

注)FL・ (国 )公立大学,私立大学のすべてをふくむっ工業単科大学も]学部よ
みなす。設立されていてくっ予fl´のみのばあいはのぞく。旅順工科大学は学

科にわけないので, J弓
=FIと
して計算。

出所)『東京工業大学百年史 i亜史』東京]i業大学,昭和60年,354頁 Eに追補〕.

・創立時名称→現在名称



敗戦時における官立専門学校の設置学科は,機

械28, 電気21, 電気通信13, 化学工業20, 採鉱

8,冶金 6,金属工業 6,航空機 6,造船 5,建

築 9, 土木 7, 鉱山機llA 3, 窯業 3, 化学機械

2,燃料 2,紡織 2,原動機 2,舶用機関 2,火

兵・火葉 。電気化学・醗酵■l業・色染・製薬]1業

・製鉄機械 。木材工業・印刷工業・写真工業・採

油・採鉱・ゴムエ業の各 1であった
4)。

4)以上の記述のうち, 2)に 関しては, 明治
一人正期における工科大学 〔工学部〕。高等工業

学校の設立一覧を,表 2「官立高等工業学校創立

年次および設置学科一覧 (lll治 一大正期)J にま

とめてみた。また1)2)3)全 体に関しては,表 3

「工学系学部および工業大学の学部数 。学科数の

変遷」をかかげておく。

12) う}    |1子

さて,以上の経過をとおして,な にを読みとれ

ばよいだろうか。

明治以降の日本の近代化,産業化,資本主義化

と既述の高等工業教育機関の発展とは,全面的な

対応関係にある。とくに, 日本近 。現代史の節目

ごとにおける戦争の介在は,指摘するまでもない

重要な事実である。

だがここでは, 日本の社会経済史の展開内容に

は直接ふれないことにする。問題は,高等工業教

育機関において実施されていた工学的な教授内

容,そ の実態にあるといえる。

① 高等教育機関の拡張計画
『東京工業大学百年史 通史』(東京工業大学 ,

昭和60年 )は ,大正後期に実行された「高等教育

機関Jの大拡張計画にメゝれている。この計画は,

大正 8〔 1919〕 年から大正13〔 1924〕 年にいたる

6カ 年間に, 高等学校を 8校から25校に,高等工

業学校を 8校から18校に,高等農業学校を 5校か

ら,10校に,高等商業学校を 5校から12校 に,外国

語学校を 1校から2校に,薬学専門学校を 2校ま
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で増やすとともに,そのほか既設の学校を拡張し

たり大学予科を新設するなど,「前代未曾有」とい

う形容に3、 さわしい大規模なものであった
1)。

大正 6〔 1917〕 年の中学校 〔1目 in「 l〕 卒業者は,

21,107人 であった。人正14〔 1925〕 年におけるそ

れは,28,500人 に上ぼるものとみられ,そ の 3分

の 2,すなわち J万 9千 人は, さらに高等な学校
に入学を志願するものとみられていた。しかし,

当時の高等な学校の生徒収容力は,13,884人分し

かなく, このため「T可等諸学校創設および拡張計

画Jの立案 。実行となったのである2)。  ここで次
頁の表 4「官立高等諸学校の創設拡張計画 (第 1

次);人正 7〔 1918〕 年現在Jをみておきたい。
要するに, この「高等諸学校創設および拡張計

画Jは ,大正 7〔 1918〕 年度の官公私立高等教育

機関の入学定員総如 万 3千 8百人を 2万人にま

で引きあげ,その増加分は,文部省直轄学校の増

設・拡張をもって引きうける, という計画であっ

た3)。

さきの表 2「官立高等工業学校創立年次および

設置学科一覧 (明治―大正期)」 に現われている

ように,大正後期における高等工業学校の新設に

は急速なものがみられた。この事態は,第 1次世

界大戦を契機に急激な発展をみた重化学工業の要

請 〔とくに電気科 。応用化学科の設置〕に対応す

るものであった
4)。

さらに表 5「官立高等教育機関拡充計画の実施

状況 (大正 8 昭和 6年)J Iま , 高等工業学校の
新設も応、くめて,大正 ‐昭和初期における官立高

等教育機関拡充の実施状況を,時系列的にこまか

く一覧したものである。

この表 5と , さきの表 4「官立高等諸学校の創

設拡張計画 (第 1次 );大正 7〔 1918〕 年現在」

をあわせて,官立高等教育機関拡充の流れ全体を

観察しながら,高等工業学校および大学工学部の

新設状況に注視したいところである。

4)『静岡大学工学部五十年史』19-21頁。

1)F東京工業大学百年史 通史J東京工業大学,昭和60年 ,354頁。

2)支部省内教育史編纂会代表者関屋龍吉 F明治以降教育制度発達史 第5巻』教育資十1調査会,昭和14年 ,120`ア ー

1212頁参照。

3)F‐ 立教育研究所編 F日本近代教育百年史 第 5巻 学校教育 3』 財団法人教育研究振興会,1974年 ,325頁。

1)F東京工業大学百年史 通史』35,貞 .



区分 大正 7年度現在既設校
大正 7年度
現在設置
予 定 済

大正 8年度
一般会計
計 上 済

倉1設拡張計画
大正 8年度
追加予算・言1111済

同 計 画 の

実 施 経 緯 の合計

高等

学校

第 1:東 京 第 2:lII台

第 31京 都 第 4:企 沢
第 5:熊 本 第 6:岡  山
第 7:鹿児島 第 8:名古屋

8校

潟

口

新

山

松本

松山

4校

一戸
賀

水

佐

山形

3校

京

岡

路

　

校

東

福

姫

　

１０

江

和

知

松

浦

高

前

阪

岡

島

弘

大

静

広

「F911引、青千∫・
松江 ～T1210
姫路・広島

4校

25t交

専門

学校

医 学 5校 △5校

薬 学 1校 1校 T14 2 2校

外国語 1校 1校 lrlo 12 2校

業
　
門
　
校

実

専

学

農 業 5校 1校 4校 T10～
‐
l｀ 13 10校

高 等

工 業

東京 大阪  名古屋
熊本  米沢
京都高等工芸

桐生高等染織

秋田鉱山専門  8校

島
　
　
校

広
　
　
３

浜

沢

横

金

神戸

工父

明治専門わ

東京高等工芸

浜松 徳島 長岡
福井 山梨

7校

T10 3
～ T13 9

19校

高 等

商 業

東京  神戸  長崎

山口  小縛  5校

名古屋

1校

福島 大分 和歌山

彦根 高松 横浜
高岡 ▲東京 8校

T10 12

～ T13 9 12校

科
学
医
大 5校 「l‐ 11′ マヽ,F12 5校

商利
大学 東京

工
ｔ T94 ]校

帝大

`学
音Б

京 者「 :法学 。医学 。工学・
文学 。理学

東 北 ;医学。理学
九 州 ;医学・工学
北海道 :農学

東 北 :工学
九 州 ;農学
北海道 ;医学

京 都 ;農学

東 北 ;法学
九 州 ;法学
北海道 ;工学

′
r12

Tll

T13

T13

部

　

部

部

部

６

　

　

４

４

３

表4 官立高等諸学校の創設拡張計画 (第 1次 )i大■ 7こ 1918〕 年1現在

注)『公文類衆』42編巻16,財政門所収文書「高等教育機関拡張計画」(大正 7年 12月 26日 )よ り作成。配列は設置
順。△は大学への昇格による減である。東北帝大 。九州帝大の法学部は, のちに法文学部に修正された。*)の

明治専門学校は私立の創設であったが,大I110〔 1921〕 年,官立に移管された。したがって,実業学校高等I
業学校の「完成時の合計」欄は,本文中の数値より1校多い,19校 となっている。Tは大Ic
参考1)すでに説明のあった点であるが,高等工業学校と高等商業学校の新設 〔設置〕年は,以下のとおりであっ
た。

大正 9年一金沢高工・横浜高工・広島高工 :名古屋高商。

大正10年一仙台高工 。明治専門。東京工芸・神戸高工 ;福島高商。大分高商。

大正11年 一浜松高工・徳島高工 ;彦根高商 。和歌山高商。

大正12年一長岡高工 `福井高工 ;横浜高商 。高松高商。

大正13年一山梨高工 :高岡高商。

参考2)こ の表4に 関連しては, 日本科学史学会編 F日 ,本科学技術史大系 第 9巻・教育 2』 第一法規出版,1965
年,第 9章「高等専門教育機関の整備」に掲出されている第 9。 2図 「帝国大学理学系・工学系講座数の変
遷 IJ,第 9・ 3図「同ΠJ,第 9。 4隊 |「工業専門学校学科数の変遷J,第 9・ 5図「専門学校 。実業専門学校
数の変遷J,お よび第13章「高等専門教育機関の拡大」に掲出されている第13・ 2図「大学学部別学生数J,
第13・ 3図「専門学校。実業専門学校 r含大学専門部)・ 実業教員養成所生徒数りなどの各区|が,視覚的理
解の面できらに参考になる。

出所)F大阪大学ヨ二十年史 通史』大阪大学,1985年 ,67頁,表 1 2〔 を本稿の関連個所中心に簡略化〕。



大正 8年 2月 7日

4月 15日

5月 22日

5月 29日

大正 9年 1月 19日

4月 1日

4月 19日

8月 13日

11月 26日

大正10年 3月 30日

4月 23日

11月 9日

12月 9日

大正11年 3月 31日

8月 25日

8月 29日

10月 11日

10月 20日

大正12年 2月 26日

3月 31日

11月 28日

12月 11日

大正13年 9月 25日

9月 26日

大正14年 2月 2日

昭和 3年 10月 13日

4年 4月 1日

4月 17日

6年 4月 30日

出所)中島太郎『近代日本教育制度史』岩崎学術出版社,

② 高等教育機関の教育内容と卒業生の進路
さて,早 くは明治後期から,専門的な職業的管
理者の輩出が,東京帝大法科大学 〔のちに法学部
;経済学部〕や高等商業学校を中心にみられる。

たとえば,東京帝大法科大学をみよう。絶対数
でみれば,官庁就職者が明治31～35年以降,ほぼ

横ばいないし微増にとどまったのに対し,民間就

職者は日露戦争後に急増し,明治41～45年に官庁

就職者とほぼ同数に達したのち,そ のつぎの期に

はさらにいちじるしい上昇をみせている。その傾

向は,卒業生が激増する一方で,官庁 〔とくに行

北海道帝国大学医学部

松山高等学校

1969年,691-694頁。

政官庁〕の採用数が固定的であったため,民間に

あふれだした面と,財閥等の企業が多角化と重化

学工業化を推進するにあたって,そ の管理職要員

に法学士を積極的に採用しはじめた面との,両方
から生じていたようである。

東京帝大法科大学内における,明治41年の経済

学科,翌42年の商業学科の設立は, 日本における

産業化の発展が要請する状況に対応するものとい

える。大正 2～ 6年には,第 1次世界大戦の影響
で急激に経済が拡大していたから,そ の 2学科の

卒業生の大半は,実業界にはいったものと推察さ

表5 官立高等教育機関拡充計画の実施状況 (大正8-Л召和 6年 )

東京帝国大学経済学部 九州帝国大学農学部
lll潟高等学校 松本高等学校 山口高等学校
東北帝国大学工学部

京都帝国大学経済学部

横浜高等工業学校 広島高等工業学校
東京商利大学 (予科および附属商業専門部)

水戸高等学校 山形高等学校 佐賀高等学校
神戸高等商船学校

弘前高等学校 松江高等学校 富山薬学専門学校 (県立富山薬学専門学校を移管)
金沢高等工業学校 鳥取高等農林学校 名古屋高等商業学校
仙台高等工業学校 (東北帝国大学工業専門部を改称)

明治専門学校 (私立明治専門学校を移管)

北海道帝国大学医学部

東京高等学校 大阪高等学校 浦和高等学校 福岡高等学校
大阪外国語学校 神戸高等工業学校 東京高等工芸学校 二重高等農林学校
福島高等商業学校 大分高等商業学校
新潟医科大学 岡山医科大学
静岡高等学校 高知高等学校
東北帝国大学法文学部

和歌山高等商業学校

浜松高等工業学校 徳島高等工業学校 彦根高等商業学校 宇都宮高等農林学校
松山高等商業学校

千葉医科大学 金沢医科大学 長崎医科大学
京都帝国大学農学部

姫路高等学校 広島高等学校 長岡高等工業学校 福井高等工業学校 岐阜高等農林学校
高松高等商業学校 横浜高等商業学校
九州帝国大学法文学部 北海道帝国大学工学部
山梨高等工業学校 宮崎高等農林学校 高岡高等商業学校
熊本薬学専門学校 (私立九州薬学専門学校を移管)

東京高等歯科医学校

東京工業大学 大阪工業大学 東京文理科大学 広島文理科大学 神戸商業大学
熊本医科大学 (熊本県立医科大学を移管)

名古屋医科大学 (愛知県立医科大学を移管)大 阪帝国大学 (医学部理学部)

学 校 ま た は 学 部 の 名 称
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れるのであるい。

さて,東京帝大工科大学は明治33E1900〕 年前

後,卒業者の40%が企業体に雇用されている。新
規卒業者だけでみれば,明治35〔 1902〕 年には,

民間企業就職者の数は政府機関のそれを上まわる

にいたっている。帝国大学卒業者の産業界への進

出は,既卒業者の政府部門からの移動と,新卒業

者の直接流入のふたつの形態で進行するが,それ

はまず工業技術者より開始されたとみることがで

きる。

要するに,商学・工学の 2分野では, この時期
にすでに産業界への進出がいちじるしく,東京高

等商業学校の卒業者の73%,東京高等工業学校の

卒業者の50%は企業に雇用されている。官立高等

教育機関の卒業者の産業界への進出は,経営技術

者および工業技術者のふたつの職業領域から, し

かも専門学校水準の卒業者を主体に開始されてい

たといえる6)。

東京帝大法科大学の経済学科・商業学科や東京

高等商業学校を卒業した者が,実業界を中心に就

職することは当然である。同様に,帝大工科大学

〔工学部〕や高等工業学校を卒業した者が,実業

界,それも工業界にはいって職を求めることもま

た当然である。

とくに,大正 4〔 1915〕 年から大正15〔昭和 ]

:1926〕 年のあいだの,帝大大学工学部および高

等工業学校における各領域別の講座数の増加は,

以下のとおりであった
7)。

「応用化学J(応用化学,工業化学,電気化学 ,

火薬・化学工学)は,14講座から26

講座。

「機 械」(機械工学,造兵学,熱機関学)は ,

17講座から34講座。

「造 船J(造船学,船舶用工学)は ,3講座
から11講座。

「航 空」は, 0講座から4講座。
「電 気」(電気工学)は ,11講座から25講座。
「採鉱冶金J(採鉱学,冶金・応用地質学)は ,

19講座から37講座。

「土 木」(土木工学)は ,13講座から24講座。
「建 築」(建築学)は , 6講座から10講座っ
「応用力学」(応用力学,構造力学)は ,4講座

から8講座。

その後,昭和の時代もすすみ,戦時体制をむか

えて工業教育機関は急増する。だが,すでに大工

期に,「前代未曾有Jと いう形容にふさわしい,大

規模な拡張計画が実行されていたのである。

問題は,帝大工学部や高等工業学校を卒業した

者が授けられた教育内容である。それら教育機関

は,応用科学的な工業関係の教育内容,い いかえ

れば,理化学的知識を基礎とした工学技術的な専

門教科 :講座を用意していた。

そうした教育を授けられた卒業生の進路は,表

6「大学工学部 。高工卒業生進路 (明治33年 。大

正 9年)J,表 7「東京帝国大学工学部卒業生進路

(大正 7-昭和17年 )J,表 8「東京 〔帝国〕 大学

工学部船舶工学科卒業生進路 (明治 一人正 昭和
期)」 ,表 9「横浜高等工業学校卒業生進路 (大正

12-昭和 6年 )」 ,表 10「官公立高等専門学校卒業
生進路 (大正 9-昭和101F)」 などにしめされてい

る8)。

0 佐藤富治の「工業教育J論

5)『東京大学百年史 通史二』東京大学出版会,昭和60年,177-178頁 .

6)天野郁夫『近代日本高等教育研究』玉川大学出版部,1989年 ,378 389頁 。近代日本における学校教育と経営

者 。技術者の関連性については,1 青沼吉松『 日本の経営層―その出身と性格一』 日本経済新聞社, 日「和40
年,2 萬成 博『 ビジネス。エリートー日本における経営者の条件―』中央公論社,日〔イ和40年,3.森川芙]:
『技術者一日本近代化の担い手』日本経済新聞社, 昭和50青ヽ 4 同『日本経営史』日本経済新聞刊L H召和56
年,5 内田星美「明治後期民間企業の技術者分布一大学 。高工卒名簿に基づく統計的研究―JF経営史学J第
14巻第 2号 , lfi和 54年 10月 などが参考になる。

7)F東京工業大学百年史 通史』355-356頁 .
8)なお,以下の諸論稿も参考までに枚挙しておきたい。1 岩内亮一「近代日本における技li者の形成JF経営史

学』第 7巻第 3号, 昭和48年 4月 。 2.梅漢 昇「日本における工業化と教育との関係―科学技術教育を中心
として一」『社会経済史学』第40巻第 5号,昭和49年 12月 。3 内田星美「初期高工卒技術者の活動分野 。集計
結果J『東京経大学会誌』第108号 , 1978年 9月 。 4 内田星業「企業内技術者組織・

‐l形成■ll-1900～ 1910年技



表 6 大学工学部・高工卒業生進路 (明治33。 大正 9年 ,

注)計には初期技術者もふくむので,大学卒・高工卒の和とは必ずしも一致しない。

出所)土屋守章責任編集,現代経営学①『経営史』有斐閣,1994年 ,〔内田星美〕102頁。

表 7 東京帝国大学工学部卒業生進路 (大正 7-昭和17年 )

注)H召和12年までは F文部省年報』,昭和13年以降は F文部省往復』をもとに作成。Tは大正, Sは昭和。

出所)『東京大学百年史 部局史三』東京大学出版会,昭和62年,39頁 。

大二年間の高等工業学校における教科編成の中

身を批半」的に分析した論稿に,佐藤富治「工業技

術者教育と管理学」(『マネジメント』第 3巻第 7

号,大正15年 7月 )がある。

(人数)

佐藤の議論は,高等工業学校における教育内容

に関するものであるが,帝大工学部におけるそれ

にも基本的に妥当するものである。筆者が,高等

工業学校と大学工学部の工業教育に,か くべつの

術者数の統言1的研究から一」『東京経大学会誌』第109。 110合併号,1978年 12月 。5 宮本又郎・阿部武司編,

日本経営史 2F経営革新と工業化』岩波書店,1995年 ,沢井 実稿「5重化学工業化と技術 FI」●
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表 8 東京 〔帝国〕大学工学部船舶工学科卒業生進路 (明治一大正一日rイ和期)(人数)

航空機,絆 )は製鉄 。自動車・重機械。

出所)『東京大学百年史 部局史三』東京大学出版会,H召和62年 ,263頁 〔を簡略化〕。

表 9 横浜高等工業学校卒業生進路 (大■12-昭和 6年 ) 人数(%)

機械工学ll 応用化学科 電気化学千1

面
面
面
営
校
面
役
ン

方
射
方
　
学
方
　
ペ

庁
恒
校
　
級
外
　
ン

官
会
学
自
上
海
兵
ル

52(1694)

125(40.72)

51(1661)
3( 0.98)

6 ( 1 95)

4( 1 30)

7 ( 2 28)

59 (19 22)

|

322(10000) 309(100,00) 307(10000)

注)調査の対象とされた学生数は,大正12〔 1923〕 年第 1回卒業生から昭和 6
〔1931〕 年 3月卒業の第9期生までの合計である。死亡者・行方不明者は

除外されている。なお本表のばあい,第 1次世界大戦後の恐慌と世界大恐
慌の影響が強く出ている。ルンペンは,未就職者ではなく,中途失業者を
意味する。

出所)『横浜国立大学工学部五十年史』発行代表者田口武一,昭和48年,118頁 。

差異を設けない事由は,つぎのような議論にもと  すなわち,産業に活躍した高等工業学校卒業の技
づく。                      術者は,大学卒業者よりも数において多く,明治
高等工業学校卒業生は,そ の専門的能力のため  後期から戦前昭和期にかけての技術者の中核であ
に産業界では帝大工学部卒業生に劣らぬ業績をし  った, と考えられる2)。

めし,職務のうえでは, この 2つの類型の技術者   さて佐藤富治は,大正年間に大拡張をみた高等
のあいだに顕著な差別はなかった。工科大学 。工  工業教育の問題点を指摘している。これにしばら
学部では,工業経営者となるべき資質の涵養にも  く聞こうの。
多少の努力が払われたが,総 じて技術者は産業指   高等工業学校は, 日本の工場管理者を養成すべ
導者のナンバー・ ツー層を形成したといえる1)。   き主な学校である。この学校の卒業生は,工場に

1)岩内亮一「近代日本における技術者の形成」『経営史学』第 F巻第 3号,H召和48年 4月 ,52-53頁 ,57頁。
2)内円星美「初期高工卒技術者の活動分野・集計結果」『東京経大学会誌』第108号 ,1978年 9月 ,139頁。
3)佐藤富治「工業技術者教育と管理学J『マネジメント」第 3巻第 7乳 大正15年 7月 ,21頁以下参照。
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大正 9年 大正14年 1召不日511 日召禾目10年

高工 高商 高工 高商 高工 高商 高工 高商

吏

員

員

営

公

　

社

官

教

会

自

11.6    0.2
31   07
68,7      77.0

39   1.1

22.0       2.5

80   8.1
46.2      55.0

7.0   81

196    78
2.9    2.9
46.2      47.5

37    9.7

23 8       6 3

1.1   1.8
56.7     63.0

22    5.2

学

外

役

在学

進

留

兵

14
01

86

2.0

0.1

95

29
02
6.7

66

定

亡

未

死

19
0.7

50    12.1
02    03

17 0      18 1

08    03
29    95
0.6    0.3

実 数 798(人) 461 1,466     1,101 1,826     1,761 2,149     1,864

表10 官公立高等専門学校卒業生進路 (大正9-昭和10年 ) (%)

注)『文部省年報』より。

出所)天野郁夫『近代日本高等教育研究』玉川大学出版部,1989年 ,323頁 〔から高等農林学校

は削1除〕。

修養学科 1基礎学科 1専門学科 奮傘

計上する。

出所)佐藤富治「工業技術者教育と管理学」『マネジメント』第 3巻第 7号, 大
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正15年 7月 ,22頁。

おける鉄骨となってその工業の興廃を左右すべき

人であるから,帝国大学出身者のように学究者と

して立つ,すなわち学問の蘊奥をきわめるなどと

いう理想はもたずに,実際上の場面にあたって,

あらゆる科学の法則を直接間接に応用して, これ

を生産のうえに実現せしめていく人びとである。

そこで佐藤は,高等工業学校生の受講している

学科目に注目するさまず彼は,高等工業学校の学

科内容を 4学科に分類する。

1)修養学科……修身,体操など。
2)基礎学科……英語,数学,物理,化学など.

3)専門学科…… 〈講 義〉 ―電気工学,機械
製作,力学,図法力学 ,

材料強弱, 機構学, 水

表11 高等工業学校の教科内容

注)時間単位は 1学期 E4カ 月〕に毎週 1時間の授業をするものを「 1」 として

管理学科



力学, 汽罐, 水力機 ,

汽機,内燃機,機関車 ,

製造用諸機械,紡績機 ,
ポンプおよび水圧機な

ど。

同  上…… 〈実験および実習〉 ―実験工
学, 機械製図, 工場実

習など。

4)管理学科……工場建築, 工業経済, 工業簿

記, 工業衛生, 工場管

理など。

佐藤はさらに,機械科をもって他科を代表させ

て, 3年制の高等工業学校15校における授業時間

数を比較している。それが,前頁の表11「高等工

業学校の教科内容Jである。

佐藤は, この表11に関して, こう述べている。

与えられた時間数によって,そ の学科目に注がれ

る力の濃淡を表わすとすれば,だいたいにおいて
つぎのような比較をえられる。

「修養学科」の代表数を,27

「基礎学科」の代表数を,72

「専門学科」の代表数を,252〔 うち,実験お

よび実習 144〕

「管理学科」の代表数を, 9

とすれば,管理学科の 1に対して,つぎのような

対比がえられる。

「管理学科」 1に対して,「修養学科」3,「基

礎学科」8,「専門学科J28〔 うち,実験・

実習 16〕

また,管理学科 1に対して,ほかの学科は39で

あるから,だいたいにおいて,管理学科の 1に対

して,ほかの学科に40倍の努力がはらわれている

わけである。

佐藤は結論する。大勢からいってみれば,工業

技術者を教育すべき現制高等工業学校においては

管理ということをてんで問題にしていない。

本稿の,前節 Iに おける論述からもわかるよう

に,大正年間,高等工業学校での経営学関連の教

育内容は非常に貧弱,い いかえればその学科目は

量的にきわめて数少なかった。

当時の高等工業学校においては,教科全体の重

心が工業技術上の専門的な各教科におかれていた

ために,「管理学」科目の編成は,工場の管理者・

監督者としての基礎的な素養や技術 (今 日いわれ

る「管理技術」)を教授する教科を,十分に用意す

るものとはいえなかった。しかも,経営学 〔工場

管理学〕関係の諸科目の位置づけや性格づけは,

高学年次での選択あるいは随意科目というところ

にあった。

いわば,高等工業学校における産業指導者 =工

場管理者の育成 。訓練関連に対する教育体制は,

現場監督層むけのものとしても,ま ったく不備で

あったといえる。

佐藤は,参考までにと,つづけていう。アメリ

カやイギリスではマネジメントは,主に工業学校

〔工科大学・工業専門学校〕などにおいてよく課

せられている。原価計算のごときは,技術者の手
の内のものである。しかるに日本においては,商

業学校 〔商科大学 。高等商業学校〕においてマネ

ジメントの研究が盛んである。東京商科大学・小

樽高商 。名古屋高商などを数えることができる。

が, これは少々奇なる現象である。原価計算が製

造上の技術に無関係にできるものとは信じられな

いのに,高商においてはうまくこれをやってのけ

ている。

結局,佐藤富治「工業技術者教育と管理学」は,
工業技術者教育の機関である高等工業学校は,そ

の現制学科目をみれば,い たずらに専門知識の注

入に偏し,必要にして満足な管理の法則を学ばせ

ようとしていない, と批判していたのである。

④ 管理学教育の編成内容 :時代的整理
ところで,前節 Iにおいて一覧し,本節Ⅱにお

いてまとめてみた,日 本の帝大工学部 〔工科大学〕

。高等工業学校における管理学教育の編成内容を

時代を追って整理してみよう。大略こうなってい

た。

1)明治後期 ・……工芸経済学,職工経済,工業

経済・工業経済学,工業簿記などの科目が教授さ

れ,経営学 :管理学的な教科は存在していなかっ

た。断片的には工場管理法に相当する教授部分が

存在していた。けれども,体系性があり,意図的
に工場経営の問題を理論的にとりあげる講座はな

からた。

2)大正前期 ……そろそろ工場管理法という科

目が登場しはじめる。だがなお,工業簿記,工業

経済・工業経済学という科目を,高等工業学校に



表12 高等工業学校の管理学関係学利目開講実態 (昭和 2年度)

学 校 名 1学  科  目 1学 年
毎週時数教授

1学期 2学期 13学期

Ⅲ

Ⅲ

Ⅱ

Ⅲ

＝

Ⅲ

皿

―ｌｌ

ＴΠ

Ⅶ

ＩＩＩ

Ｗ

Ⅲ

Ⅱ

Ⅲ

Ⅲ

Ｗ

Ⅲ

■

■

皿

Ⅲ

Ⅲ

Ⅲ

Ｗ

■

Ⅲ

Ш

■

Ⅲ

皿

皿

Ⅱ

Ⅲ

Ш

Ⅲ

・Ｉ業

工
工

一月
一日

松
戸
浜
神

東京高等工芸

明 治 専 門

働 科)
横 浜 高 工

東 京 高 工

熊 本 高 工

秋 田 鉱 専

大 阪 高 工

仙 台 高 工

徳 島 高 工

名 古 屋 高 工

(同 紡)
米 沢 高 工

金 沢 高 工

福 井 高 工

京都高等工芸

桐 生 高 工

京 城 高 工

山 梨 高 工

広 島 高 111

法  制  経  済
工 業 経 済
工 業 簿 記
工 場 経 営
工 業 簿 記
建 築 構 造 学
工 業 経 済
工 場 管 理
経 済 原 論
工 場 経 営 法
工 場 建 築
工 業 経 済
工 業 簿 記
工 業 衛 生
家 屋 構 造
工業経済 。工業簿記
工  場  建  築
鉱 業 法 令
法  制  一  般
工 業 管 理
工場衛生及救急術
工  業  経  済
工 場 建 築
工 業 簿 記
工場 建 築 及 衛生
工業法令及経済簿記
工場建 築 及衛 生
工業経 済及 簿記
工 場 建 築
法  制  経  済
工 場 管 理
工 場 管 理 法
工 業 経 済
工 業 簿 記
工 場 建 築
工業経済及工場管理
工  場  建  築
工 場 建 築
原  価  計  算
工   場   法
工 業 経 済
工 業 簿 記
工 場 建 築
工 業 経 済
工 業 簿 記
工 場 建 築

僑躙 勤
工 業 経 済
工 業 簿 記
工 場 建 築
工 業 経 済
工 業 法 令
工 場 建 築
工業経済 。工業簿記
工 場 建 築 法
経済及工場経理法

皿

HI

‖|

Ⅲ

1[

■

Ill

ll

ll

IIl

lII

I[

lΠ

lll

]
lL

l‖

lI[

JI

ll

出所)桐淵勘蔵「経営工学教育ノ必要卜其方案」『産業能率』第 2巻第 4号,昭和 4年 4月 ,

165-166頁。



表13 大学工学部の管理学関係学科日開講実態 (昭和 2年度)

一二論
済
融
法
法
計

詳
静
割
経
』
『
許
設

融
緩
済
業
政
場
　
場

法
法
経
工
財
工
特
工

東

京

帝

国

大

学

座  1第 1学期

経済学大意 (土木)         44-46時 間
工業経済学 (選択)         44-46時 間
工場建築法 (選択または随意)    44-46時間

工 業 経 済           25時 間
機械工場管理法 (機械)       20時 間
化学工場管理法 (化学)       20時 間
電 気 法 令 (電気)       15時 間
鉱 山 法 令 (鉱山)      15時 間

第 1学期 毎週 2時間
第 2学期 毎週 2時間

Jヒ 1工 業経 済 (参考または必修)  第 2学期 毎週 2時間

1 財政及金融 (同上)        第 2学期 毎週 2時間
大 1 鉱 山法規 (鉱山)       第 1学期 毎週 2時間

出所)桐淵勘蔵「経営工学教育ノ必要 卜其方案」『産業能率』第 2巻第 4号 ,

昭和 4年 4月 ,167頁。

おける社会科学関係の基礎科目として講義するに

とどまっていた。

3)大正後期 ・……第 1次世界大戦をきっかけに

工場管理法の講義は,各高等工業学校に設置され

るようになる。だが,各校において必ずしも必置

の学科目とはなっていない。工業経済・工業簿記

などの教科をおくにとどまる学校も多かったから

である。まれに「商品及貿易」「財政及金融」な

ど,商学および経済学関係の科目をおいている高

工や,「造船工場設備及作業管理J「火薬学工場

計画」「紡績工場操業法及経営方法」「蚕種業経営

論」「農業経済論Jな ど,業種・産業に特有な学科

目をおいている大学・高工もあった。いずれにせ

よ,大学 。工業学校によって相当のばらつきがみ

られる。

4)昭和戦前期 ……そうとう数の工学部・高等

工業学校に,工場管理法およびこれに類する学科

目が設置されている。だが,設置されていない学

校もある。第 2次世界大戦末期には,工業経営と

いう名称の共通講座も登場している。これは,戦

争深化の影響による文教政策の変化を反映したも

のである。

⑤ 管理学の開講実態
そこで,前頁と本頁にかかげた表12「高等工業

学校の管理学関係学科目開講実態 (昭和 2年度)J

と,表 13「大学工学部の管理学関係学科目開講実

態 (昭和 2年度)」 をみておきたい。 この表12と
表13は , ちょうど大正期までの関連事情をふまえ

た資料である。

一―このように,高等工業学校における管理学

関係科目の教育の貧困さは,おおいかくしようの

ない事実であった。

だから佐藤富治は, こう指摘してもいた。

「管理学科ハ専門ノ先生ガ居ナイカラ実際ハソ

ノ時間モ管理ノ授業二用イラレテイナイ状態デア

ル。 ソノ結果 〔管理学科と他の諸学科との割合

講 第 2学期 第 3学期 単 位 数

２

２

２

２

２

一

１

２

２

２

２

２

２

２

一

２

２

２

２

２

一

一爪

　

大

東

北

大

九

大

制

済

法

経



が〕 0対40位ニナツテ居ル学校モアルJ4)。

桐淵勘蔵は,管理学の必要をこう述べている。

「経営工学ノ方面ハ, 基礎 トナルベキモノス

ラモ,極メテ僅カシカ教エテ居ナイカ,或ハ全ク

教エテ居ナイノデアル。又一方ニハ経営工学ノ方

面ハ現場デ実地ニツイテカラ教工且ツクンレンス

レバヨイ ト云ウ人モアロウ。然ラバー般工学モ現

場デ教エタ方ガ早道カモ知レヌ」
5)。

「我国二於ケル『 エンデニーアリング』教育ハ

純『エンデニーア』教育二偏シテ『 インダストリ

アル・エンデニーア』教育ヲ殆 ドシテ居ナイJの。

それでは,技術者に対する管理学教育の必要性

は, どういう理由で生じるのか。ある関係者は,

こう答えている。

工学即ち工業技術者は経済的に活動しなくち

やならぬ,工場経営の任務に当らなくちやなら
ぬのである,其基礎たるべき経済財政或は社会

学に関します素養を与へないと困る,今 日の工

業は適当なる統裁者,首脳者を要する時機であ

る, も少し斯ふ云ふ学問を与へなくちやならぬ

と云ふのであります。実際今までの日本の大学

の工学部に於きます有様を見ますと洵に不思議

な点がある, と云ふのは農学方面でありますと

法告1経済に関係しましたものの講座が三つ四つ

昔からあります,……然るに此工学出身,工業

教育の方に於きましては,斯う云ふ方面の講座

がなく,又殊更にさう云ふ趣味を持ち研究する

と云ふ者があると再び法学部経済 〔学〕部にて

修学する有様であるの。

桐淵勘蔵は, こう答える。

a)設計および研究に従事する技術者も管理の大

要をしらねばならない。b)生産 〔現場作業〕に関

係する技術者 〔現場主任者および計画課に関係す

る〕には,生産の原則から管理の学術と経験とを

与えねばならない。c)購買・販売などに関係する

者は,商事の方面と管理の方面とにかねて,技術

61

の方面をもしらねばならない。

以上の方針から技術者に対する管理教育は,ふ

たつの種類にわかれる。第 1は ,上述の a)の種類

の engineerに対するもので,現在の専門学科に

Industrial engineeringの学科をすこしくわえ

た教育をすればよい。第 2は ,Industrial engi―

neerを養成するための専門教育で, 工科大学ま

たは工業専門学校に経営工学科もしくは工場管理

科をおいて,工および商学の基礎を授け,Indus

trial engineerた るべき諸学術を授けて,前述の

b)c)に 該当する教育をすることであるの。

さらにくわえて関係者の意見を聞いてみよう。

桐生高等染織学校 〔桐生高等工業学校 ;現群馬大

学工学部〕の校長を長く勤めた西田博太郎は, こ

ういっていた。

工業教育の方針は,人物第 1と いうことであっ

て,人格修養のほか,経済観念・工場経営・組織

の知識から工業行政におよぶ概念を与え,専門技

術とともに兼修させる考えである。すなわち,経

済的頭脳のある技術者の養成である。それも,単

純な技術者ではなく,おおいに経済観念を供えた

技師を養成し,す くなくとも生産費のあやまりな

き計算とその製品の市況とを明らかにする者を養

成することを要求している。

必ずしも, ドイツを学び,英米に倣う必要はな

い。実業教育ことに工業教育には,い っそう経済

観念の注入に重きをおくことが急務である。技術

者が,世界の市況や生産状態を説けば,た ちまち

「法螺を吹くJと いった時代は過ぎさったのであ

る。いまやまじめにこの法螺を研究し,実用すべ

き時代となったのである。自己の製造する商品の

生産費を算しえられるものの技術は,真に活きた

技術である。国家は,かかる生きた技術を弁えた

技術者を要求するのである"。

だから,経済心理学者 H.ミ ュンスターベルク

の訳書 〔『実業能率増進の心理』二松堂, 大正 4

4)桐淵勘蔵「経営工学教育ノ必要 卜其方案」『産業能率』第 2巻第 4号 ,H召和 4年 4月 ,〔佐藤富治〕181頁。〔〕

内補足は筆者。佐藤は,ア メリカの各大学においては管理学科が約 3害1を占めていると指摘していた (佐藤富

治「管理者教育 (承前)」『能率研究』第 2巻第11号,大正13年11月 ,319-320頁 )。

5)桐淵「経営工学教育 ′́必要 卜其方案」165頁。

6)同稿,164頁。
7)俵 国―「工業教育に就てJ『機械学会誌』第28巻第94号,大正14年 2月 ,92頁。〔 〕内補足は筆者。
8)桐淵勘蔵「科学としての工場管理法」『機械学会誌』第31巻第140号 ,‐昭和 3年 12月 ,1069頁。
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年〕のある鈴木久蔵も, こういっていた。

名古屋の高等商業に工場経営に関する専攻科

があるやうに,高等工業学校にもどこか一つこ

の種の専攻科を設け,差 当り努力をこの一校に

集注して管理技術教育の深化を策ったならば,

そオ]′が やがて管理技術教育の全国的普及に対

づる重要なる準備階段となりはしないかと思

方、
10)。

つぎの叙述は, もっとも早い時期の明治31〔 18

98〕 年における化学関係の技術者の意見に関する

ものである。これは極論めいているが,以上まで

の諸見解に関連して参考になろう。

要するに,技術者は,会社経営上の権限責任の

いっさいを 委譲されるべきである。「製造_Lの全

般Jの責任を委任されたうえ,「商務に関する事
務Jを一身に引きうけて, しかも「日進の学術J

に終えず眼をそそぐなど,ス ーパー・マンにしか

できないことまで,期待するというものである。
けれども,技術者のなかには,テ クノロジーの

専門家としての自負心から,テ クノロジーでなり

たつ鉱工業会社の経営は,技術者がいっさいを掌

握することが当然である。また,技術者にはそれ

だけの能力がある, と考える者がいても不思議で

はない11)。

実際,明治以降の, 日本の会社の トップ 。マネ
ジメントにおいて,技術者は大変高い量的比率を

物的方面
 l i[ 

力

 言
:卜

__一
一 ― 一 一 一 ― 一 ― 一 ― 経 済

甲

使 用

↓

占めていた。戦前における日本の鉱工業会社の重

役の約 4害1は ,技術者であったのである12)。

いずれにせよ,高等工業学校における管理学教

育体制の弱点をおぎなうかたちで,商業学教授の

伝統を有する高等商業学校においては管理学教育

がおこなわれていた。しかも,そ の教育内容は,

工場管理学の体系 〔いうなれば「工場単位 。次元

における経営管理学」のそれ〕を,全般的,理論

的,実践的に教授する体制をととのえていた。

要するに, 関係者たちの意見に共通する こと

は,工業高等学校も管理学を専攻する高等教育機

関 〔学科・専攻科〕をもたねばならない, という

ことであった。東京商科大学・小樽高商・名古F―

高商などにおけるような管理学教育は,本来,高

等工業学校のほうにおいてこそ,率先しておこな

われてよいはずのものであった。

たとえば,大阪能率研究会は,大正15年 5月 18

日にもたれた総会において,「将来現業二最モ親

シミ多キモノヲ養成スル実業学校二産業管理二開

スル学科ヲ正科 トシテ設置セシノ、ルノ肝要ナルコ

トフ痛感シ,……建議書ヲ可決スルニ至ツタ」3)。

さらに, 日本能率連合会 〔昭和 2年 11月 に倉」

立〕は,第 2回大会 〔昭和 4年 5月 18日 〕の決議

を経て,昭和 4年 6月 1日 ,文部大臣勝田主計あ
て,つぎのような上中をしている。

資 金

11業能率課程の

教育方針

↑
精神的協力

力

念

度

活

産

階

国

生

Ｆ
丁
匡

一素要的会社

個人的麟
I薩 量!撃 響

製造技術教育‐聰す亀贅重:瑾重車琴軍集季T患需尾ξ鷲

9)「技術上より見たる我産業J『化学工芸』第 1巻第 3号, 大正 6年 3月 。群馬大学工業会西田先生伝記編集委
員会『独澄庵西田博太郎先生伝』群馬大学工業会,昭和59年,124頁,262頁 ,263頁 より引用。
10)鈴木久蔵「米国の産業能率と我国J『マネジメント』第 4巻第 2号,昭和 2年 2月 ,11頁。
11)森川英正『技術者一日本近代化の担い手』日本経済新聞社,昭和50年 ,159 160頁。
12)同書,10頁。

13)井上好一『技術者ノタメノ科学的管理』大阪能率研究会,昭和 2年,序言,1頁。



表14 アメリカの大学における管理学教育課程の設置H寺期

種 類 と 機 li3 工 学 ビ ジ ネ ス 科学的管理 人 事 管 理

・ 技術系大学

Pennsvlvallia State

Cornell

P urdue

Carllegic

MI′ ]｀

Drexel

・ エリー ト大学

I―larvard

Dartmollth

Chicago

。州 立 大 学

Ohio State

VFisconsin

lichigan

lo、Ⅳa

・都「 型大学

Pellnsylvania

NYU
Northwestern

Pittsburgll

・ 西調

"′

/南
相S

California

Vヽashington

North Carolina

Vanderbilt

1906

1905

1908

1908

1899

1919

1914*)

1918

1909

1914

1905

1914

1920

1924

1921

1921

1908

1904

1913

1911

1915

1914

1915

190]

1903

1908

1911

1913

1917

1919

1919

1908

1914

1919

1910

1915

1919

1908

1911

1915

1913

1910

1916

l t115

1914

1915

1913

1911

1918

1917

1919

]920

1915

1920

1932

1919

1920

1926

191_l

1915

1916

1923

1918

1918

1921

1919

1916

1912

19211

1921

1917

1921

注)本 は資料不十分・入手不能,*)は MITと の協同プログラム,**は混合 (CrOSS■ iSted)コ ース.

出所)ダニエル・ネルスン編著,ア メリカ労務管理史研究会訳『科学的管理の展開―テイラーの精

神革命論―」税務経理協会,平成 6年,105頁。

=決  ll=
―実業二関スル各種学校正科目中二管理二関ス

ル千ミ1学 ヲ加フフレコ トー

産業ノ堅実ナル発達ハ管理ノlll何 二在ルハ多言

フ要セザル所ニシテ今ヤ実業界ハ有為ナル管理者

ヲ求ムルヤ LT」ナ リ。然ルニ我国実業二関スル各種

学校二於ケル学市1日 ヲ見ルニ管理二関スルモノ極

メテ稀ナ リ。翼クハ速二全国実業二関スル各種学

校ノ正科日中二産業管理二開スル学科フ設ケ以テ

管理知識ノ普及 ヲ卿1シ我国産業ノ発展充実二資セ

ラレンコ トフ望ム。

以上決議ス  昭和 4年 5月 18日

於 大阪  日本能率連合会大会

また, 井上好一は,『大阪能率研究会誌』第 1

巻第 8号大正15年 11月 に,「工業学校二於ケル能

率講座 卜学生ノ感想J という一文を投稿して い

る。さらに丼上は,管理学 〔工業能率〕課程の教

育方針一覧表を,前頁 〔◎〕のように整理してい

る14)。

③ 高等教育機関と実業界
問題は,工場管理法関係の学科目が,一応多く

の高等工業学校に設置されており,そ の教育内容

がどんなものであったか,ま た一部の高等商業学

14)井上好―「工業能率教育及ビエ場管理二対スル私ノ研究方針 卜実施J『産業能率』第 2巻第 7号, 昭和 4年 7

月,481頁。能率増進・産業管理に関する学科の必要性建議は,早 くは大正13年にもなされている。
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校においては,工場管理法関係の学科目が体系的

に教授されていた事実をどうみるかである。さら

に問題は,当時の大企業が,高等教育機関の卒業

者をいかにうけいれていたかである。

戦時期まで, 日本の大学工学部や高等工業専 P5

学校では,独 自の理工系教育が施されていた。そ

れは,教室や研究室における工学的知識の教授と

工場 。鉱山など生産の現場における実習とを,組

みあわせた教育方法であった。この現場主義的教

育は,明治の初期,工部大学校で創造された教育

方法であって,のちに修正されながらも,工学の

高等教育にひろく普及したものであった。この教

育方法は,創造的な技術開発にむいた技術者養成

法というよりは,導入技術を定着 。改善するのに

適しており,生産技術の向上という課題に貢献で

きる人材を多数生みだすものであった
15)。

1930年時点で,大企業の取締役会で優位を確立

しつつあった専門経営者のうち, 8割強が高等教

育機関の卒業者であった。また,そ のうち 3割 5

分が技術畑の出身者であった。近代的大企業の経

営は,経験主義的な熟練者 〔たとえば番頭〕では

不可能であり,専門知識を有するテクノクラー ト

的人材を必要としていた。そこで,大企業では早

くから,そ うした人材を高等教育機関に求め,結

果として最高経営層の高学歴化を進行させたので

ある。とくに近代産業企業においては,技術の導

入 。蓄積・利用と事業計画について,的確な判断

を下せる技術者 〔とくに工学士〕は不可欠であり

その相対的不足ともあいまって,彼 らの最高経営

層への進出を促進したのである。

明治後半以降の高等教育機関の整備とそれにも

とづく「学卒」者のビジネス界への大量進出, う

けいれがわの大企業の大規模化・業務の複雑化と

それに対応する階層的管理機構の整備が,そ うし

た人材登用制度の採用・定着を可能にしたといえ

る。つまり,明治後半に高等教育機関を卒業して

入社した社員が,オ ン・ザ・ ジョブ。トレーニン

グ (0」 T)を つうじて中間管理層をへて,最高
経営層に昇進するかたちの年功的内部昇進制度が

第 1次大戦期から昭和初年にかけて大企業におい

て定着していたことを意味する
16)。

当時, 工学系の高等教育機関でも,「 生産 。技

術管理学」の教科が一定限度組まれていたが,結

局「技術者の現場生産学」に賜踏するものであっ

たさ他方,大企業においては, 自前の 〈日本式経

営〉法による「全般・高級管理者」の育成が実践

的に遂行されており, これが高等教育機関におけ

る経営管理者教育の不足をおぎなっていた。

参考までに引照する,前頁の表14「アメリカの

大学における管理学教育課程の設置時期」は, 日

本の高等教育機関における管理学教育それじたい

欧米にそれほど遅れをとってはいなかったことを

しめしている。ただし,すでにくわしくみてきた

ように, 日本の管理学教育は部分的な教科目の配

置であり,非体系的次元にとどまるのに対し,ア

メリカのそれは,すでに学科単位の課程体系をと

とのえているゆえ,単純な比較は禁物である。し

たがって,あ くまでも参考である。

Ⅲ 経営学的文献からみた経営学教育

① 明治期の経営学的文献1)

重宗彦熊『工場管理法』博文館,明治35年 ,河

合 勇・佐藤五百巖『工業経済』博文館,明治36
年,坂西由蔵『企業論』同文館,明治37年,桑田

熊蔵『工業経済論』有斐閣,明治40年,窪田重式

『工業実地経営論』光村合資会社出版部,明治41

年,戸田海市『工業経済』宝文館,明治43年,三

段崎景之『工場政策論』日進堂書店,明治44年 ,

関 一『工業政策上巻』宝文館,明治44年。
この時期は,工場管理法や工場経営論に関する

文献が散見されるが,主に工業経済学・工業政策

論に関する文献が公表されている。これら諸文献

は,工科系統の高等教育機関における学科目「工

業経済 (学)Jの教科書に,だいぶ採用されていた

ものと推察される。

参考までに,関 一『工業政策上巻』の構成全
章を紹介しておく。第 1章「総論」, 第 2章「技

術の発達」,第 3章「工業経営制度の発展」,第 4

15)橋本寿朗『戦後の日本経済』岩波書店,1995年 ,91-92頁。

16)宮本又郎ほか4名『日本経営史』有斐閣,1995年 ,192-193頁。

1)主に襲 富吉『経営学発達史』付表2よ り選択した。②以下も同じである。



章「工業政策の変遷」, 第 5章 「産業自由の制度

に依る工業の発展J, 第 6章 「企業者連合及企業

合同J,第 7章「小経営の存続及其保護政策」,第

8章「工業者の組合J,第 9章「工業教育」,第 10

章「工業所有権の保護」, 第11章 「工業資本の供

給及其機関」。

② 大正前期の経営学的文献
神田孝一 F実践工場管理』杉本光文館,大正 1

年,上田貞次郎『株式会社経済論』冨山房,大正

2年, 井関十二郎『新式工場管理法精義』 同文

館,大正 5年,鈴木恒二郎『工場管理実学』ダイ

ヤモンド社,大正 5年,勝田 一 F能率増進工場
設備』同文館,大正 7年 ,大日本文明協会編『科

学的管理法』大日本文明協会,大正 8年。
この時期は,ア メリカの科学的管理法の導入 。

紹介・適用 :受容に懸命な努力を傾注しはじめた

ころである。一方では,テ イラ=の工場管理法を

能率増進の手段として盛んに学ぶ人士がおり,他

方では,テ イラーのやりかた 〔機械的な合理性一

辺倒〕に批判的な態度をもって, 日本独自の理念

・方法を工夫しながら,工場管理における能率向

上の実践的推進をおこなった人士も存在した。さ

らに,生理学的 。心理学的な接近法 :労働科学に

よって,作業能率 〔疲労〕の研究をする研究諸集

団も存在していた。

この時期, 日本における先駆的 。画期的な工場

管理学関係の文献が輩出されていたことに注目し

ておきたい。たとえば,神 田孝一や鈴木恒三郎の

著した書物がその代表格である。彼らの著作は,

当時,実務界の指導者にとって,恰好の啓蒙書た

りえたのである。

勝田『能率増進工場設備』大正 7年は,高等工

業教育機関において明治期より設置されていた,

「工場建築」「工場設備」 などの学科目の教科書

に,適当な著作であったものと思われる。

さきの神田は,大正期に,つづいて『 日本工場

法と労働保護』同文館,大正 8年や「労働能率研

究』東條書店,大正11年 ,『工場管理論』慶応義

塾大学経済学講習会,大正15年などを公表してい

る。彼は,慶応義塾大学経済学部において,大正

11年から「工場管理」の講義を開始している。
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大正 8年,東京帝国大学旧法科大学の経済学科

と商業学科は,分離・独立し,同大学に新設され

た経済学部を構成する 2学科となった。その商業

学科には「商事経営学」と「工場経営論」という

経営学関連の教科目が配置されている。両科目の

担当者であった渡辺鉄蔵は,当時の状況をこう説

明している。

著者自身も東京帝国大学経済学部に於いて大

正 3年頃より最初は随意科目として工場経営論

を講じ其の一部に於いてテーラーの科学的管理

法を紹介してをつたが後には商業学科の必須科

目として十数年講義を続けた。而して其の前後

に於いて星野行則,池田藤四郎,上野陽一,井

関十二郎,神田孝一等の諸氏及び其他二二人の

人がテーラーの著書を翻訳し或ひは他のテーラ

ニー派の人の著作を紹介し其他能率増進工場管

理等に関して数種の著作が現はれてをる。其後

年を経ると共に研究をなす者増加し著作の数も

増加し上野氏其他日本の工場について実地研究

を為す者もありの。

③ 大正後期の経営学的文献
農商務省工務局編 F欧米工業能率』農商務省工

務局,大正 8年,宇野利右衛門 F能率増進の理論
と実際』工業教育会出版部,大正10年 ,渡辺鉄蔵

『商事経営論』修文館,大正11年 ,国松 豊ほか
『工業能率研究』精神社出版部,大正12年,池田

藤四郎『能率増進科学的経営法』実業之世界社,

大正12年 ,市立大阪市民博物館編『能率の研究』
大阪出版社,大正12年 ,枡本卯平 F国家の将来と
工場管理の標準』早稲田大学出版部,大正12年 ,
田中満三『科学的工業管理学』衆英閣,大正13年 ,

中外産業調査会能率1/T究部編『能率増進科学的工

場経営法上下巻』中外産業調査会出版部,大正13

年,農商務省工務局編『疲労と労働能率』工政会

出版部,大正13年 ,馬場敬治『産業経営の職能と

其の分化』大鐙閣,大正15年 ,渡辺鉄蔵『工場経

営論』清水書店,大正15年 ,国松 豊『科学的管
理法綱要』巌松堂書店,大正15年 ,神田孝一『工

場管理論』慶応義塾大学経済学講習会,大正15年ι

この時期は,第 1次世界大戦の効果による好景

気とその反動恐慌へと事態が進行する。ロシアで

2)渡辺鉄蔵「産業合理化」日本評論社,昭和5年,205頁。



66

は社会主義革命がおこり,こ の影響で経済 。社会

・政治 。文化の諸情勢に激変が生じて,いわゆる

大正デモクラシーというふんいきが横溢する時代

をむかえた。工場管理においては,無駄をはぶく

工夫 〔無駄征伐〕や能率向上がいっそうさけばれ

るとともに,労働運動の高揚に対する企業政策と

して,労務管理および労資関係問題がいちやく重

要になった。

また,渡辺鉄蔵 〔東京帝大〕の F商事経営論』

大正11年や『工場経営論』 大正 15年 , 国松 豊
〔名古屋高商〕 の『科学的管理法綱要』 大正 15

年,神 田孝一『工場管理論』大正15年などは,実

際界の要請に応える実践科学的な研究書であると

同時に,工業と商業の両域の高等教育機関におい

て,学生むけの適切な教科書を提供するものであ

った。さきほどの渡辺鉄蔵の発言を,つづいて引

用しておこう。

大正10年頃より各大学及び専門学校等にて工

場管理に関する講座を開くもの多く大正11年に

は協調会に産業能率研究所を設け上野氏其の所

長と為り,大正十二,三年頃より官,公団体其

他各方面に於いて能率増進に関する研究熱盛ん

となり,実業家として早くより能率増進の研究

応用に熱心なる中山太一氏は近年大阪商工会議

所を中心として種々研究の助長に勉め,昭和三

年には……日本能率連合会が組織せられた。近

年米国より科学的管理に関する学者の来航する

者多く,殊に昭和四年万国工業会議が東京に開

催され其の一部に於いて科学的管理法の論議さ

れたことは我国の此運動に更に刺戟を与へた。

殊にフーヴァー氏の無駄排除運動や独逸の合理

化運動の経過が我国に伝はるや科学的管理法に

対する注意は急に拡大し特に独逸の組織的合理

化運動が最も国民の注意を喚起したるもの 如ゝ

く最近には政府,新聞紙が此運動の必要を高唱

するに至つた
3)。

④ 昭和戦前期の経営学的文献
勝田 一『能率増進工場管理』同文館,昭和 2

年,井上好一『技術者ノタメノ科学的管理』大阪

能率研究会,昭和2年,石上欽二編『最新工場経

営法』日東社,昭和2年,桝田喜一郎『能率増進

工場設備の計画』桝田工業研究所,昭和 2年,上

野陽一『事業統制論』同文館,昭和 3年 ,同編『事

業統制図表』 同文館, 昭和 4年 , 同 F産業能率

論』千倉書房, 昭和 4年, 佐藤富治『工場管理

学』東洋図書,昭和 4年,黒田庚太郎 F最新実際

的工場管理法J中央工学会,昭和 4年,皆川豊作

『能率増進工場管理』同文館,昭和 4年,上田貞

次郎 F商工経営』千倉書房,昭和 5年,報知新聞

経済部編『能率増進時代』千倉書房,昭和 5年 ,

宮田喜代蔵『経営原理』春陽堂,昭和 6年 ,中西

寅雄『経営経済学』日本評論社,昭和 6年,国松

豊『工場経営論』千倉書房,昭和 6年 ,宇野信三

『工場管理法概論』日本能率技師協会,昭和 6年 ,

平井泰太郎『産業合理化図録』春陽堂,昭和 7年 ,

桐淵勘蔵『工業管理学』吉田工務所,昭和 7年 ,

田中満三『科学的工場経営法』千倉書房,昭和 8

年,和田誠一『職長を中心とした工場管理法』大

日本工業学会,昭和10年。

⑤ 経営学関係全集の刊行状況
昭和期を目前にして, 日本経営学会も創立され

〔大正15(1926)年 7月 〕,経営学研究は工場管理

学もふくめてひろい範囲にわたるようになり,理

論と実際の両面において隆盛をきわめることとな

る。それはその後,関係方面の書卑が企画し,出

版した経営学・商学全集にも端的に表現されてい

る。

イ)「商学全集 (全41巻)J千倉書房 〔上田貞次

郎・瀧谷善一編輯〕, 昭和 4～ 11年。本全集の編

成内容は,経営学 。商学 。会計学関係からなる。
口)「経営学大系 (全 30巻 )」 千倉書房 〔上田貞

次郎・瀧谷善一編輯〕, 昭和10～ 18年 (未刊分 ,

6巻あり)。 本大系の編成内容は, 経営学 。商学
。会計学および経済学関係からなる。

ハ)「工業経営全書 (全 20巻 )」 千倉書房,昭和

11～ 17年 (未刊分, 1巻 あり)。 本全書の編成内

容は,業種別工業経営論 。工業管理各論 。工業会

計論・工業統制論関係からなる。

二)そ のほか,千倉書房による経営学関連の全

集企画の公刊状況は,つ ぎのとおりである。

「会計学大系 (全 36巻 )」 昭和17年以降。→公

刊されたもの 4巻のみ。

3)同書,205-206頁。



「商業経済学全集 (全 38巻 )」 昭和17年以降→

公刊されたもの 4巻のみ。

「工業経済全書 (全 21巻 )」 昭和18年以降。→

公刊されたもの 2巻のみ。

「千倉常識シリーズ (全 32巻 )」 昭和 6～ 19年。

全巻公刊。本シリーズの編成内容は,経営学・商

学・会計学 。経済学関係からなる
4)。

ホ)「経営学全集 (全25巻 ;総論篇12巻 , 各論

篇13巻 )」 東洋出版社,昭和 9～ 14年。本全集のう

ち実際に公刊された巻数は,筆者の確認できた範

囲でいえば,総論分 5巻,各論分 3巻である。
へ)そ のほか,東洋出版社による経営学関連の

全集企画の公刊状況は, つぎの とおりで ある。

「会計学全集 (全 22巻 :全25冊 )」,「会計学名著

選集 (全 8巻 )」 ,「商工実務全書 (全 16巻 )」。

卜)「工業経営講座 (全 12巻 )」 J卜凡閣,昭和11

～12年。本講座は,工業経営学の全集である。

チ)「工場経営講座全 4講 :全 7巻J陸軍省編 ,
日刊工業新聞社,昭和16年 5月 ～10月 。本講座は,

戦時体制期における工場経営の能率増進・生産性

向上問題に直接した編成内容をしめしている。本

講座については,執筆陣を列挙しておく。

一―東條英機,山田清一,石川半二郎,和気

忠文,永井茂二郎,伍堂卓雄,小倉正恒,片岡

安,津田信吾,中 山太一,日 崎憲司,渡壁全

一, ノ]ヽ島清一, 有馬 徴, 竹崎瑞夫。 加茂正
雄,中西寅雄,今野源八郎,三階堂正治,荘原

和作,園 田理一,松村勝治郎,波多野貞夫。山

下興家,上田武人,根上耕一,島崎浩蔵,荒木

東一郎,金子利八郎,池神重徳,神馬新七郎 ,

桐淵勘蔵,伊澤惣作。嬉野慶重,堀岡米吉,藤

原利市,通地暉一,正親見一,三善幾久次,都

崎雅之助, 山本清一郎, 井上光雄, 吉田錦一

郎, 武田晴爾, 鈴木 貞。 熱海二郎, 安藤爾
一,福元 稔,藤野卯吉,川手壽天,小林吉次
郎,小野常雄,村山壽太郎,神津康人。伊藤

渉,庄司好彰,青木倫太郎,野田信夫,市川藤

吉,員鍋康男,西山霜次郎,山岡政朝,陶山誠

太郎,鍋嶋 達。三村起一,桐原菓見,深川正

夫,加藤威夫,暉峻義等,淡路円治郎,井上好
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-,深 山 果,三善幾久次。
り)「生産工学 (全 12巻 )」 河出書房,昭和17～

19年。 筆者の確認できた範囲では, 全12巻のう

ち,実際に公刊されたものは 5巻である。
ヌ)「工業経営論叢 (全 10輯 )」 山海堂,昭和19

年以降。筆者の確認できた範囲では,本論叢全10

輯のうち,実際に公刊されたものは 3輯である。

執筆陣 〔予定もふくむ〕は,増地庸治郎,古川栄

一,大木秀男,国弘員人,山城 章,藻利重隆 ,
亀井辰雄などである。

ル)「工業経営学叢書 (全 40巻 )」 「L海堂,昭和

19年以降。筆者の確認したかぎりでは,本叢書は

ほとんど公刊されていないようである。執筆陣

〔予定〕は,増地庸治郎,松本雅男,平井泰太郎 ,

山城 章,国弘員人,高宮 晋,亀井辰雄,井上
亀三,大塚一朗,古川栄一,藻利重隆,中村常次

郎,中川秋穂,須崎正義,木川敏一,山下勝治,小

高泰雄,丹波康太郎,久保田音二郎などである。

ヲ)「産業能率増進叢書」 山海堂, 昭和18年以

降。本叢書の具体的な編成内容は,山海堂が当時

までに公刊済みの,あ る著作末尾に出していた広

告一覧に探るほかなかった。その時点で,山海堂

の同書広告「近千j目 録Jに書かれていた著作のう

ち,筆者の確認できた範囲では 4巻が公刊されて

いる。また,そ の「続刊目録」に書かれていた26巻

のうち,そ の公刊を確認できたものはなかった。

しかし, その「続刊目録」26巻 (そ の他20巻)分
に関しては,叢書の題名に類似した 〔同一の執筆

者の手になる〕べつの著作が,山海堂から5巻ほ

ど公刊されていることを確認できた。

こうした,専門的な全集ものの発刊は,実際界

〔戦時経済〕からの需要はもちろんのこと,高等

教育機関における使用教科書としての大量の需要

に応えるものであった。

話はいきなり敗戦後にとぶ。たとえば,執筆者

の没後に公刊された,増地庸治郎『工業経営論』

(千倉書房,昭和21年 12月 )は ,「工業経営専門学

校の創設に伴ひ,そ の中心学科としての工業経営

論が頓に重要性を増したために,… …執筆された

ものである」
5)。 っまり同書は,昭和19〔 1944〕 年

4)以_L,千倉書房から公刊された全集企画イ)～二)については『千倉書房総日録』平成 1年に依拠した。不詳の

点については, さらに筆者が調査し,補正した。
5)増地庸治郎『工業経営論』千倉書房,昭和21年,〔経営経済研究会〕序文,2頁。
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3月 制定の「官立工業専Fi学校規程」および「官

立工業経営専門学校規程」によって配置された,

各工業専門学校の各学科に共通する学科目「工業

経営」, あるいは工業経営専門学校における中心

科目「工業経営」用の教科書であった。

とくに,昭和初期から昭和20年まで, 日本経済

は戦時体制と深くむすびついた,工業生産の高揚
に不可欠な学問 。理論の実践的展開を強く要請し

ていた。

なかでも, 前掲のチ)「工場経営講座全 4講 :

全 7巻」(日 刊工業新聞社,昭和16年 5月 ～10月 )

は,戦時統制経済体制の構築・推進にむけて,関

係する執筆陣が「国家総動員」されていたようす

を髪髯させるものといえよう。

⑥ 工場管理学の学問的性格
さてここで,工場管理学関係の文献に表出され
ていた「科学的性格」をかいまみておきたい。こ

の論点は,理論科学か実践科学かといういわゆる

学問の性格づけにふれるものである。日本の経営

学史に関する議論は,工場管理学史の系譜を, ま

ったくといっていいくらい,そ の視野にいれてい

なかった。それというのも,そ の系譜に属する諸

文献にみてとれる性格はいずれも,かなり強烈に

実践科学的 。応用科学的=実用主義的 。経験主義

的 。啓蒙主義的な色彩をもっていたからである。

工場管理学におけるそうした歴史的 。論理的な

特質を,煩瑣をいとわず,つぎの表15「工場管理

学の実用科学性一覧」に列挙していきたい。

表15工 場 管 理 学 の 実 用 科 学 性 一 覧

1 神田 孝一『実践工場管理』杉本光文館,大正 1年。

工場管理は学なりや将又術なりや, 予は審かに之を識らず。然れども極めて複雑なる職工問題乃至労銀問題を包容

し,私経済的実務中一大須要の範域を占むるものなることは, 明かに之を認むるに躊躇せざるなり。工場管理とは工
場内に於ける集団労働の優秀なる組織的特性を発揮助成し, 兼て之に伴ふて生する害悪を軽減除去し, 以て工場生産

力を増加伸張せしむべき手段方法なり (例言七項 1頁 ,74-75頁 )。

2.勝田 一『能率増進工場設備』FHl文館,大正 7年。

労働能率を増進して生産能力を増大すると謂ふ積極的の見地から……工場設備の改善は我国焦眉の急務なるを思´
=、

(自序 3-4頁 )。

3.中村 誠『時間短縮能率増進最新工場経営及管理』精文館,大正9年。

本書……・は, 欧米斯道の大家が最新科学的研究に基きて辿れる実際的経験の跡なり。 されば, 本書の忠実なる研究
は現代工場経営の理想を実現せしめ,工業の能率を発揮し福利を増進し得べきこと専に易々たるものあらむ (序 )っ

4 佐瀬 文哉『工場経営管理の実際』天地書房,大正 9年。

各種の工場管理法及び経営法の, 発表さる 、ヽ… …著書の……甚だ多いけれども, 其多くは学理に偏して, 実際を関

却せるが如きものである。…… ,|に於て著者は, ……本書を公刊して以て実際的方面の参考に資せんと欲するもので

ある (緒言2-3頁 )。

5 宇野利右衛門『能率増進の理論と実際』l工業教育会出版部,大正10年。

能率増進の理論を書いた書籍は, 我国にも既に沢山出版されて居る。けれどもこれ等は大抵亜米利加の原書の翻訳
に過ぎないので, 我が国の職工事情には頗る縁速いものであって, 直ちにこれを実行する事は出来ないのである。/
一時科学的管理法を採用して,実際に適用を試みた工場が, 我国にも大分あったのであるが, 大部分失敗に終って,
成功したものは少なかった様である。/これは物質偏重の亜米利カロ式を, 意気を以て立つ我が国の労働者に其儘に移
し用いたところに,此の失敗は因を発して居るのである。/故に, 我国に於ては, 他人の真似をせずに, 我が国情に
適する能率増進法を,新たに創造する事が肝要である に自序 1頁。/は改行箇所)。

6 池田藤四郎『能率増進科学的経営法』実業之世界社,大正12年。

本書中には, 科学的事業経営の模範を提供し, 事情の許す限り之に倣ふの必要を読者諸藩に説かんとして, それに
相応する材料のみを収めました (序Ⅱ頁)。

7.愛知県工場会編『二「 業能率研究』精神社出版部,大正12年。

事業の管理を科学的ならしめ能率の増進を図るの急務なること多言を要せざるなり, ……能率増進の問題は先づ従
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業者たるべを中心とし́之と機械材料等の物的設備とを学理応用の下に渾然統制融合せじめ以て之が機能を発揮せしむ

るに存す (序 1頁 )。

8 根岸 正一『工場管理概論』宝文館,大正15年 c

要するに,近代の工場管理は労銀の増給労働時間の切捨てによりて職工の要求に応じつつ, 猶能率の増進によりて

労働費用のう1下げをなさんとするを主たる日長日となし, 工場組織の改善はもとより, 職工の選択作業方式の改善,機
llt設備の整頓の一切が,蓋 く此の見地に立ちて攻究せらるるを見る (4頁 )。

9 勝田 一『能率増進工場管理』同文館,昭和 2年。

近時,我国の工業が, 長足の進歩を遂げたことは, 事実であると雖も, 之を欧米諸邦と比較すれば, 遺憾ながら,
猶未だ彼に及ばざる′点の,多い事を認めざるを得ない。而して此等の遜色中,最も大なる欠陥は,我工業‐界を通じて,
工場管理に関する智識の欠乏である。今, 縦ひ専門技術に対する研究が, 完全に達成せられたと仮定しても, 該技術

を経済的に接配し, 合理的に調和し, 組織的に配列しない限りは, 製品々位の向_上 と, 製造原価の賃i減 とを実現し,

近来益 熾々烈の度を加へ来りつ あヽる, 産業の国際的競争場裡に馳駆して, 輸扁を争ふことは不可能である。況や我

は此の技術の点に於ても,亦彼に対して,一筆を輸するの状態に在るとすれば,工場の能率的管理の攻究に付き,吾人
が一層の努力を,必要とすることは無論である。
斯の如く,我国の現状から見て, 工場管lllの研鑽は, 最も緊急且つ重要なる事項と謂はざるを得ない。本書は, …
…工場の経営又は管理の衝に当るへ士,及び此の方面の研究に志す学徒に対して, 多少の参考資料たるを得ば幸甚で
ある (序 1-12頁 ).

10 桝田喜―郎「能率増進工場設備の計画』桝田工業研究所,昭和 2年。

本書の目的は主として生産工業を営む工場の作業能率を増進せしめる為めに考究す可き事項の大lfNを説きたるも

の (例言)。

11 佐藤 富治「工場管理学』東洋図書,昭和 4年。

1本書に説述する所は, 工場管理の学なりや否やにつきて之を論究せんとするよりは寧ろ, 現代産業の当面の責任者

たる工場管理者及び将来管理者たるべき学生の参考資料たらしめ, 以て資格ある管理者を生まんことをその目的とす
るものである (著者の言 1頁 )。

12 松本伊勢之丞 F工場管理の合理化』巌松堂書店,昭和 4年。

予は実際家の立場より, 理論は出来得るだけ是を実際化し, 亦先輩諸氏の実験経験並に予が十数年間工場管理に於

ける経験とをカロ味上梓し, 以て工場管理の合理化に資せんがため, 非才を顧みず, 並に本書を成し, 珂リロか参考に供せ

んとする (自序 4-5頁 )。

13 黒lH廣太郎『最新実際的工場管理法」中央工学会,昭和4年。

内外国諸工場に於ける学ぶべき価値ある実際的管理知識を基礎とし, 加ふるに内外国出版の工場管理書を捗猟して

其の参考となるべき範例を抜き以て一書を編纂して実際的工場管理法と名づけ, ■に江湖の一餐に供せんとす (自序
1頁 )。

14 国松 豊「工場経営論』千倉書房,昭和 6年。

企業の繁栄は企画と統制とに依存し, 無企画は無統制を生み, 無統制は其の経営の危機を孝みます。本稿は企画と

統制とを囲続して展開されつ あゝる近代的工場経営に於ける諸問題の解決を, 希くば, 実際家の参考に1)と , 能ふ限

り応用の出来るやう, 書き綴ったものであります。従って, 経営経済学の本質上の穿整は, 本稿の意図する所ではな

く,又著者の能くする所でもありませんので, 夫れぞれの問題の関する範囲に於てのみ, 之れに触れたに過ぎません
でした (序 1頁 )。

15 宇野 信三『工場管理法概論』日本能率技師協会,昭和 6年。

原価の節減には 自からそこに科学的の筋道がある その筋道を具体的に綴ったのが本書である 産業合理化も科
学的管理も単なる一片の理論で終ってはならぬ 私は本書によって決して深遠なる理論を述べんとするものではない
それは自から他に人がある 1序 )。

16 桐淵 勘蔵『工業管理学』吉田正務所出版部,昭和 7年。

著者は工業及工場管理が一つの牟「学であることを信じて居る。而して■1業に関係する者は何人も其原則と実際技術
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とを会得せねばならぬ ……之れによって各種の工業学術が経済的に工業上に活用される・……と信ずる (序 2頁 )。

工企業に於ける物件的及人件的活動は凡て経済的活動である。而して工学の示すところに従って工場生産及販売の

経済的日的を達せしめるのが管理工学の目的である。/工場管理学は管理工学を基礎として工企業全般に亘る管理を
含むものであって此意味からして工業管理学と称すべきものである。/斯 くして工業管理学は其内包として企業の訓
画,地域の選定,工場建設,工場組織生産組織の編成,工場経理会計,購買,生産管理,販売広告等の諸方面を包括し
更に人件管理の諸問題に及ぶのである (57頁 )。

17 田中 満三『科学的工場経営法』千倉書房,昭和 8年。

本書は欧米諸国に於ける工場経営の実状を調査し, 其の模範的のものを基調とし, 内外の文献を参考とし, 以て科

学的に研究し, 本邦各種の工場の経営に適切ならしめたものである。従って理論に偏せず直に採って工場の改善に寄

与し得るやうに著述したのである (序 1頁 )。

18 和田 誠一『職長を中心とした工場管理法』工場管理研究会,昭和10年。

「実地を第一とする職長の管理法を発表せらる」(〔佐藤富治〕序 3頁 )。

19 松本伊勢之丞『最新工場経営法』ワタベ出版社,昭和11年。

工場の経営は理論でなくて実際である。従って盗に工場経営法を説明するに当りても, 理論に走らず, 実際を基礎
とし, 殊に科学的管理法の創始者たる米国のテーラー, 其他ギルブレス諸氏の大家が, 自ら経営の実際に即して研究
されたる経験, 又著者自身も十数年間工場経営の衝に当り, 苦き実地経験より割出したる経営法にして, 単なる学究
的のものにあらぎることを一言して置きたい次第である (序 )。

工場経営に於ける合■ll化は, 最少の経費を以て最大の効果を納むる微経済学の原則に立脚するものである。換言せ

ば能率の増進と経費の節約によって, 生産原価の低廉を図るを目的とするものにして, この目的を達成するがために
必要なる各種の条件を組織的に調査し研究し是を合理化せんとするものである (4頁 )。

20 中村虎―・児玉季守 F工場要項』工業図書,昭和12年。

工場管理法とは, 生産の非物的の因子の総てを含み, 事業活動の統制に於ける総べての要素に亘り,
に或る目的に向って調和してlJtかする「作業の集成」である (43頁 )っ

一鶴
一
全
一
を豪

21 中村 清彦『工場管理法精髄』千倉書房,昭和12年。

工場管理は応用経済学の一項目たるや言ふまでも無し (自序 1頁 )。

工場管理は学問としては此虎に位置を占むべきものであって, 理論経済学の研究確定せる原則に準拠し, 之に背く

ことなく且つ之を応用して,工場の経営管理を有効ならしめんとする学問である (14頁 )。
凡そ工場の目的は勿論事業主の利潤に在るが, 其の方法は製品の精製に在ることは言ふまでも無い。……就中労働

者能率の高性 !事其の最も肝要なるものである (10頁 )。

22 神馬新七郎『工場経営の実務』ダイヤモンド社,昭和13年。

工場管理……は…… , 工場経営上に必要なあらゆる事項を対象とし, 経営を合理化し, これが経済性を増進する原
理原則を研究するものである。ここで「あらゆる事項」とは,1分業と協業,2利潤獲得の積極的手段,3人の選択,
4人物の選択規準, 5選択後の対策,6疲労との諸関係,7災害予防,8賃銀制度,9財務制度, 10原価計算制度,
11物品管理制度, 12運搬問題,13人事管理制度,14福祉制度などである (7-13頁 )。

⑦ 学問的性格の小括
以上の22著に聞いてみた工場管理学の性格は,

総じて実践科学の基本を堅持していた。そこまで

実用性に徹底していた工場管理学は,同時代的に

進行していた日本経営学界,限定していえば, 日

本経営学会の高尚かつ高踏的な学問展開の視線で

とらえるとき,それほど価値のあるものとは評価

されていなかった。

神田孝一『実践工場管理』(大正 1年 )は ,「工

場生産力を増加伸張せしむべき手段方法Jで ある

「工場管理は学なりや将又術なりや,予は審かに

之を識らず。然れども私経済的実務中一人須要の

範域を占むる」と述べる。

国松 豊 F工場経営論』(昭和 6年)は ,「経営
経済学の本質上の穿撃は,本稿の意図する所では

なく,又著者の能くする所でもありませんので,

夫れぞれの問題の関する範囲に於てのみ,之れに

触れた」といって,憚 らない。



それでも,桐淵勘蔵『工業管理学』(昭和 7年 )

は,「工業及工場管理が一つの科学であることを

信じて居るJ。 その意味では,「工業に関係する者

は何人も其原則と実際技術とを会得せねばならぬ

ものであり,之れによって各種の工業学術が経済

的に工業上に活用されるものであると信ずる」と

いう。

いずれにしても,佐瀬文哉『工場経営管理の実

際」(大正 9年)の ように, 学理よりも実際的方
面の重視を強調する論者が多い。このことが,工

場管理学における最大の特徴になっている。した

がって,工場管理学において,学理 :理論科学面

の根本的考察はきわめて弱体である, というのも

その反面の真理である。

大正中期から日本経済 |ま ,工場経営に対して,

科学的管理法 :工場管理学の普及を強く要請して

いた。昭和初期の日本経済は,産業合理化の時代

をむかえて,なおさらそうであった。だから,松

本伊勢之丞『最新工場経営法』 (昭和11年)の い

うように,「能率の増進と経費の節約, 生産原価

の低廉を図るために,必要なる各種の条件を組織

的に調査し研究し是を合理化せんとするJ工場管
理学の研究が,科学的管理法を浸透させ,産業合
理化を進展させるために不可欠であり,企業経営
の場における実践科学的な必然的方途として要請

されていたのである。

裏がえしていえば,]1場管理学の研究は理論的

側面に重きをおいていなかった。実業界の学問的

要求は実践性重視である。あえて,理論科学的要

請をする必要も必然もなかったのである。工場管

理学 〔工場経営論〕は,経済界の実際性と直接に

むすびつき,事業経営の切実な要求に応えなけれ

ばならない実践的な く学問)である。だとすれば

当然のこと,理論科学性はその当面する課題では

なくなる。それでもなんら支障はない,それで十

分であるということになる。これは,工場管理学
のもって生まれた宿命か。

工場管理学には「理論」fl学性に不足がある,

あるいはそれに問題性があるというたぐいの論難

|ま おこりえない。まして,当時における経営学理
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論界の指導者たちの眼には,工場管理学の系譜は

別世界の現象としか映らなかった。このことが,

工場管理学にとって,ま た経営学界全体にとって

幸か不幸かはよくわからない。いえることはただ

ひとつ,双方の「理論的」没交渉だけであった。

結局,工場管理学の科学性にからむ理論上の,

厳密性・体系性 。一貫性などの関心論点は間われ

ずじまいであった。むろん,実践 〔科学〕的とし

て 〈それら)は,工場管理学にもそれなりに実在

していたのである。

③ 戦後における諸見解
関連して,敗戦直後における工場管理学の諸見

解にすこし言及しておきたい。

a)、 L tt llI雄 『工業管理総論』 (産業図書,昭

和24年 )は ,「工業管理は工業の経営管理に際し

てとらるべき方法であり,最善の経営方法を発見

すべき手段である。かくすることによって工業の

経営は,経済社会組織の変革に関係なく技術の進

歩を直に生産に活用し,常に人間の欲望充足に奉

仕し,工業をして社会の向上に貢献せしめること

ができるのであるJと いう6)。

b)桐 淵勘蔵 F工場経営の実際』 (岩崎書店 ,
1951年 )は ,「企業は利潤をあげることを第一日

的とする。利潤をあげるのは資本えの適正配当と

従業員えの分配と事業発展えの資金とするためで

ある。しノかし事業目的はそれだけではない。利用

価値の高い優良品を社会に提供することによって

社会生活の向上と国富の増殖に貢献し,世界文化

の進展に寄与することを事業目的に加えなければ

ならない。それが企業の使命であり,従業員の社

会的責務でもある」という
7)。

c)野 ‖1信夫『工場管理の合理化』 (日 本経済
社,昭和261ド )は ,「合理化が資本利潤えの手段
に過ぎないならば,それは資本家が考えればよい

ことであるが, 苛も自分達の工場を崩壊から救お

うと思う限り,合理化が,いな合理化のみが,自

立えの道であり, また高賃金えの基本条件であ

る。故に民主化された今後の工場においては合理

化は実に労務者にとっても真剣な問題であり,責

任である」という
8)。

6,上田輝雄 F工業管理総論』産業図書,昭和24年 ,3頁。
F)lFll淵勘蔵「工場経営の実際』岩1蔚書店,1951年 ,3頁。

8)野田信夫「工場管理の合理化J日 本経済社,昭和26年,前がき,3頁。
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a)「人間の欲望充足,→これが社会の向上とな

る」〔体告1無関連的な把握〕,b)「企業の第一目的

は利潤,→これが社会生活の向上・国富の増殖と

なる」 〔体制関連的な把握〕, c)「民主化=合理

化,→資本利潤が不可欠である」 〔同上〕 という

諸見解に共通していえることは,経営学理論史の

なかで以前から重要課題として議論されてきたも

のに,それぞれ論及があることである。

いわば,工場管理学もかかわるほかない,学問

としての理論科学性の側面を示唆する論及がみら

れるのである。それなのに,戦前期の工場管理学

は,その理論科学性の問題一一体制関連的な課題

と体制無関連的な課題とのからみあい一―に切り

こんでいく態度がみられなかった。もっともこの

ことは,基本的に戦後の工場管理学にも,同様に

妥当することであるが。

工場管理学にかかわる理論科学性は,そ の実践

科学性の現実的な要求の影にかくれ,表舞台に立
つことがなかった。それゆえ工場管理学は,経営

者・技術者のための実用 。応用経済学にとめおか

れた 〔体制内的な実践科学 !〕。 この学問は, そ
の基本的性格に関して,経営学者から,理論科学

性 〔体制内一外的な応用科学性にかかわって出て

くる問題性〕をきびしく問われる機会を与えられ

なかった
"。 皮肉ないいかたをすると, それほど

までに,工場管理学の実践科学性は理論科学性を

欠いていたのである。

③ 昭和戦前期における工場管理学関係文献の

出版状況について

大正後期になると,経営学分野とくに工場管理

学方面の文献は,理論界と実際界の需要に応えて

かなり大量に公刊されるにいたった。昭和初期以

降,その趨勢は不動 。確固たるものとなった。

そこで,筆者の手元にある経営学 :工場管理学

関連の諸文献の奥付をひらき,当時 〔大正期から

昭和20年まで〕それらがどのくらい発行されてい

たかを,つぎの表16において観察してみたい。

とりあげる文献は,主に,公刊された総論・概

論的な単行本である。もっばら日本の著作にかぎ

り,翻訳書はほとんどのぞいた。

とくに重版・増刷の記録がない著作は,初版本

の参照, もしくは現物を参照しえなかったもので

ある。大正期に関しては,重版・増刷の記録があ

る著作よリー部のものだけを選択してみた。

表16戦 前 期 工 場 管 理 学 関 係 文 献 出 lllk状 況̀

◎大正1年 :1912年

神田 孝一『実践工場管理』杉本光文館, 大正 1年。大正 5年に改訂増補 5版, 大正11年に同 9版。昭和52(19771
年,人間の科学社より復刻版。

◎大正2年 :1913年

上田貞次郎『株式会社経済論』富山房,大正 2年。大正 5年に5版,大正10年に改訂増補 6版,大正12年に同 7版。

◎大正 8年 11919年

神田 孝一「日本工場法と労働保護』同文館,大正 8年 9月 10日 。 9月 15日 に再版っ

◎大正12年 :1923年

上中 甲堂 (訳述)『個人能率増進法
池田藤四郎『能率増進科学的経営法』

市立大阪市民博物館編『能率の研究』

上下巻』中外産業調査会,大正12年 3月 。大正13年 12月 に6版。
実業之世界社,大正12年 6月 。大正13年 11月 に5版。
大阪出版社,大正12年 9月 15日 。10月 10日 に再版。

◎昭和1年 (大正15年 ):1926年

神田 孝一『工場管理論』慶応義塾大学経済学講習会,大正15年。昭和 4年に再版,昭和13年に増補版c

9)工企業の目的が Rentabilitat(利潤性)にあることは, 明らかである。今日の工企業が,Rentabilitatのた

め,Wirtschaftlichkeit(経 済性)を手段化せざるをえないことを意味する (磯部喜一『工業経営』同文館,

昭和27年,1314頁 ), と断言 〔事実判断〕する勇気をもつのは,それほど困難ではないはずである。



根岸 ■1-『工場管理概論』宝文館
馬場 敬治 F産業経営の職能と其の分化」大鐙閣
渡辺 鉄蔵『工場経営論』清水書店,大115年 6月 。12月 に 2版,昭和 2年 4月 に3版。
国松  豊 F科学的管理法綱要』巌松堂書店,大iE15年 2月 。11月 に3版。
上中 甲堂編 F能率読本』中外産業調査会,大正15年 1月 .6月 で8版 を数えている。
太田 欽吾 F能率増進の原理と其応用J良書刊行会

◎日召禾日2年 :1927青 1

L野 陽一『産業能率講義要領」 日本産業能率研究所 。「産業能率概論』同文館, H召和 2年 2月 。昭和 2年 11月 。『概
論』は昭和 3年 9月 に再版.

井上 好一「技術者ノタメノ科学的管理法 ]大阪能率研究会
日東 社編『最菊i工場経営法』 H東社

桝田喜一郎『能率増進工場設備の計画J桝田工業研究け
「, 昭和 2年 10月 っ昭和 7年に再版, 昭和11年 3版, 昭和12年

4版 , 日召禾日15年増補 5版, 召不日18年増補 6版じ

◎昭和3年 :1928年

上野 陽一『事業統制論』同文館,昭和3年 8月 。10月 で4版 を数えている.
大阪商工会議所 F商工業の書1学的経営管理」大阪商工会議所

0昭和4年 :1929年

皆川 豊作『能率増進Ji場経営』同文館
黒田廣太郎 F最新実際的工場管理法』中央工学会

松本伊勢之丞『工場管理の合理化』巌松堂書り||

上野 陽=『産業能率論』千倉書房
上野 陽一編『事業統制図表』同文館,昭和 1年 6ノ115日 。 5日 後に2版を発行。
佐藤 富治『工場管理学』東洋図書,H召和 4年 2月 。 7月 までに5版。
神馬新七郎『工場経営と会計 (職工篇)(材料篇)』 共立社書店,職工編は昭和 4年 4月 。昭和11年 までに4版。

◎昭和5年 :1930年

池田藤四郎 F新経営具体策―事業合理化の急所』ダイヤモンド社

池田藤四郎『無駄征伐の秘訣一新経営策』秀文閣      ‐
佐藤 富治 F最新工場管理学』工入社
報知新聞経済部編 F能率増進時代―産業の新経営法』千倉書房

矢持 輝治『フォードの工場経営原則』マネジメント社

◎昭和6年 :1931年

国松  豊「工場経営論』千倉書房,昭和 6年。昭和13年に新訂版,昭和14年までに同10版 を数える。
宇野 信三『工場管理法概論』日本能率技師協会
神馬新七郎『工場経営と会計 (原価計算編)』 共立社,H召和 6年 2月 。昭和 9年再版,同 13年に5版。

荒木東一郎 Fフ ォード・システム』三省堂

◎昭和 7年 :1932年

l・lttH 勘蔵「工業管理学J吉円:「i務所出版部,昭和 F年 ■月。昭和11年 10月 に再版c

神戸商業大学経営学研究室平井泰太郎監修 F産業合理化メ1録』春陽堂

◎昭和 8年 :1933年

田中 満三『科学的工場経営法』千倉書房
井上 好一『管理工学能率生活の実践と作業合理化』淀屋書店出版部

◎‖召不日9年 :1934針 :

OH召不風10年
'1935年



和lll 誠一 F職長を中心とした工場管理法」工場管理研究会

◎昭和11年 11936年

日本能率技師協会編 (宇野信三 『ヽ実践「「
場省
:理法.:日 ,本能率技田:協会

大河内正敏「 r■業経営総論卜千倉書房

松本伊勢之丞『最新工場経営法Jワ タベ出版社

坂本 重関 F能率技師二宮尊徳J研精社

◎昭和12年 :1937年

村本 福松『生産管理』千倉書房
中村 清彦『工場管理法精髄』千倉書房
中村虎=・

児玉季守 F工場要項J工業図書,昭和12年 6月 。昭和13年 3月 に再版。

大日本工業学会編 F工場管理』大日本工業学会,昭和12年 10月 。昭和17年 3月 で11版。

◎日召禾日13年 1193綺 i

御園生桂二郎『Jl場管理』叢文閣

神馬新七郎 F[L場経営の実務』ダイヤモンド社,昭和13年。昭和15年 9月 で24版。
鈴木 宗正 F新工場経営論J卜11本評論社
相浮 次郎 F経費最小限の工場経営』修教社書院,H=和 13年 7月 。同月中に再版し
上野 陽一 F能率概論』同文館,昭和13年っ昭和16年 5月 に11版。
暉峻 義等『生産と労働』科学Jl義工業社

◎昭和14年 11939年

L野 陽―編『能率ハンドブックー経営管理資料ノ集成― (上巻 。中巻)」 同文館, 昭和14年 3月 。昭和14年 9月 。上
巻は6月 に15版。日本ではじめての本格的な経営学大辞典.

安藤 輛― F生産管理の指揮原理』同文館
野本l 大度 F最新研究機械工場管理法J山海堂,昭和14年 12月 。司月に再版,昭和15年 4月 に3版。

石川 知福 F労働の衛生学』三省堂,昭和]4年。昭和18年 1月 に3版。

◎昭和15年 11940年

波多野貞夫 F戦時下二於ケルエ場経営管理 (第 1編総論)』 千倉書房

寺田 武夫『工場経営』叢文閣
安藤 彊一『工場改善 ―日本の科学的工場管理―」ダイヤモンド社

◎昭和16年 :1941年

日本能率連合会編 F日 1本工場管理の諸問題 (第 1巻 )」 ダイヤモンド社

神馬新七郎『蒲i体制下に於ける工場管理』共立出版,昭和16年。昭和18年 9月 に再版。

()ll召下日17111: 1942`11

東京商工会議所編 F戦時工業経営新講』一元社

中村 武夫『中小工場の経営』タイヤモンド社
上野 義難『工場安全」東洋書館,昭和17年。昭和18年 11月 に3版。
栗原  操 F工場保健衛生J東洋書館
佳 木々正制『工場寄宿舎管理J東洋書館

◎昭千日1811:194311

末松 玄六「最適工業経営論』同文館
栗原 祥古『工場管理要綱」高山書院
大日本工業学会編『工業管理大意』大日本工業学会,昭和18年 51j。 昭和19年 9月 に再版.

日本能率連合会編『 Fl本工場管理の諸問題 (第 2巻 。第3巻 )」 夕
・イヤモンド社

松前 重義『戦時生産論』旺文社
大田 正一 F産報精神よる見たる工tr.管理」大同書院



:木内 國雄『工場管理と能率J霞 ケ関書房,昭和18年 7月 .昭和19年 8月 に3版。
日本経済連盟会調査課編「産業能率と精神指導」|1海堂

倉戸 三郎「工場の全体的指導』高山書院
香川 元俊 F決戦下の工場能率増進』輝文堂書房
橋田 義男 Ftti空機工業の能率増進』江1海堂
市l井  ■l」 F協力工場の能率増進』高山書院
日本経済連盟会調査課編『多量生産方式実現の具体策』口1海」t

◎昭和19年 :1944年

大日本産業報国会編『戦時工場管ttJ皇国青年教育協会,昭和19年 1月 っ 6月 に再版。
小桜 軍二 F軍隊的工場管理』ダイヤモンド社
奈喜良憲吉『機械工業能率生産りT究』力子紀 ft社

増地庸治郎編著『軍需会社』ユ1海堂

増地庸治郎『工場資材管l■
m』 山海堂

◎昭和20年 :1945年

増地庸治郎編『生産管理の理論』日本評論社1

⑩  角ギ   書色

以上表16の一覧は,大正期から昭和20年 までの

日本における工場管理学関係のごく簡単な文献史

である。主にその総論・概論的な著作にかぎって

の枚挙であり,工場管理学の各論分野全体を網羅

するものではない。しかしこれをみれば,そ の刊

行に関する状況は,お およそ読みとれるものと思

う。

1)大正期からつづく工場管理学関係の文献公
表状況は,昭和戦前期にかけて着実に継続してい

る。学術的な関係文献が版を重ねているだけでな

く,実務的な解説書もかなりの部数を売りさばい

ている。

2)工場管理学以外においても,経営学に関係
。関連する諸領域の文献公表が盛んであるが,工

場管理学分野の専門的な文献に対する底堅い需要

が,大正期から連綿とあった事実に注目しなけれ

ばならない。

このことはたとえば,佐藤富治「工場管理学J

(東洋図書,昭和 4年 2月 初版,同年 7月 までに

5版)の販売状況に現われている。本書は,本文

601頁 の大部であり, 当時の定価で 4円 80銭であ

るが, 5か月間に 5刷 , 1か月に 1刷のペースで

版を重ねている。本書の価格からみても,た いへ

んな売れゆきである。

またたとえば,神馬新七郎 F工場経営の実務』

(ダイヤモンド社,昭和13年 9月 初版)は ,昭和15

年 9月 までに24版 , これも 1か月に 1刷のペース

で版を重ねている。 本書も本文735頁の大冊, 定

価 6円 80銭と高価であるのに,驚異的な売れゆき

をしめしている。

参考までにいえば,当時 〔昭和14年〕の都市勤

労者世帯の 1か月の平均収入は,11542円 であっ

た。佐藤や神馬の著作は, とても高価な専門的な

本であるにもかかわらず,前述のようなすごい売

れゆきである。いま 〔1995年 ころとする〕の物価

に換算すれば,神馬の著作などは 2万円前後の値

段の本になる。

3)工場管理学 〔能率問題の啓蒙的理論家〕関
係の論者として有名な上野陽一は,若いときから

印税で生活できるほどに収入があったといわれて

いる。上野陽一 F事業統制論』 (同文館,昭和 3

年 8月 初版)は , 同年の 10月 で 4版を数えて い

る。本書は, この 2か月間だけをみれば, 2週間

に 1711の ペースで増刷されているのである。上野

陽一編 F事業統制図表』 (同文館,昭和 4年 6月 15

日初版)は ,早 くも 5日 後には版を重ねていた。

また上野編 F能率ハンドブック上巻』 (同文館 ,

14年 3月 )は , 6日 ごとに版を重ねていた。さも

ありなんというところであろう。

4)大正期にもどると,神田孝一 F実践工場管
理J(杉本光文館,大正 1年初版)や L田 貞次郎
『株式会社経済論』(冨山房,大正 2年初版)は ,

十1行から5年間,年 1版 〔上目は年に 1版強〕の
ペースで増刷している。

神田孝一 F日 本工場法と労働保護J(同文館 ,
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大正 8年 9月 10日 初版)は , 5日 後に再版してい

る。上中甲堂 (訳述)『個人能率増進法 上下巻』

(中外産業調査会,大正12年 3月 初版)は , 1年
9か月間に 6版を出した。市立大阪市民博物館編

F能率の研究J(大阪出版社, 大正12年 9月 15日
初版)は ,翌月再版を発行している。
上中甲堂編『能率読本』 (中外産業調査会, 大

正15年 4月 初版)は ,同年 6月 で 8版を数えてい

る。こちらは,そ の 2か月間だけをみれば, 1週

間に 1届jのベースで増刷されている。どれほど,

能率増進問題に深い関心がもたれていたかがわか

る。

5)国 松 豊『工場経営論』(千倉書房,昭和 6年
初版,昭和13年 6月 に新訂版)は ,新訂版だけを

みるに,昭和14年 6月 までに10版を数えている。
つまり, 1年間に10刷を刷っている。国松のこの

F工場経営論』は,類書のなかでもいちばん学術

的色彩のある著作であるが,それでも相当の販売

部数となっている。

印税の 〔現金な〕話をすれば, この本『新訂工

場経営論』の定価は 1円 80銭であるから,発行部

数を控えめにみて1000部 ×10刷で 1割 としても,

当時 1年間で千 8百円の収入を国松はえたことに

なる。この金額を, さきに出ていたような,当時

の都市勤労者世帯の 1か月平均収入11542円 と比

較してみればよい。それだけで,そ の15か月分以

上の収入があったことになる。

6)そ のほかの出版状況について。
a)東 京 帝大教授の渡辺鉄蔵 F工場経営論」
(清水書店,大正15年 6月 初版)は ,同年12月 に

再版,翌昭和 2年 4月 に 3版を出し,学究の専門

書としては意外な売れゆきである。本書は10か月

あまりで 3刷を刷っていることになるさ本書は,

相当数の大学工学部や高等工業学校などにおいて

教科書に採用されていたはずである。

b)桝 田喜一郎『能率 増進 lll場 設備の計画」
(桝田工業研究所,昭和 2年初版)は , 昭和18年
までの足かけ17年間に 6版を出している。本書は

1094頁の大部であったが,堅実な需要を有してい

る。なお,昭和18年版の発行部数 |ま 200部 であるc
c)大 日本工業学会編 F工場管理』 (同会,昭
和12年 10月 初版)は,昭和17年 3月 までに11版を

売り,工場管理方面に刈する指導書の需要には根

強いものがあることを裏づけている。

d)相 澤次郎『経費最小限の工場経営』 (修教
社書院,昭和13年 7月 初版)は ,同年同月中に再
版を出している。

e)野村大度『最新研究機械工場管理法』 (山
海堂,昭和14年 12月 初版)は ,向年同月中に再版
を出し,翌昭和15年 4月 に 3版を出している。
f)木 内國雄『工場管理と能率』(霞ケ関書房 ,

昭和18年 7月 初版)は ,翌年 2月 に 2版,同年 8

月に 3版を出している。

g)戦時体制に突入以後,逼迫していく物資不
足の状況のなかでも,戦争むけの工業物資生産の

現場指導に,直接かかわる書籍公刊のことである
ためか,工場管理学関連の文献は十分に紙の配給
をうけていたようすである。だが筆者の手元にあ

る,b)桝 田喜一郎『能率増進工場設備の計画』
(ljt田工業研究所,昭和 2年)の昭和18年版は,
わずか200部 の発行であったし,f)木内國雄「工
場管理と能率」などは,版を重ねてきた現物 (昭
和19年 8月 の 3版)をみると,印届1・ 製本状態の

きわめて悪いものもあり,戦争の深亥」な影響が感
じとれる。

― 以上の説明でわかるように,大正期 ―昭和

戦時期までの日本においては,工場管理・能率増
進問題に対する実践的かつ理論的な指針 。指導書

が,産業界のなかで広範にそして多量に要求され
ていたのである。また,大学工学部・商学部 。経
済学部や高等工業 。商業教育機関においては,教
下1書 としての工場管理学文献が多量に要求されて

いた事実も明らかである。

人正後期からの連続面で観察しよう。

まず,昭和初期には,工場経営 〔ひろくは企業
経営〕問題に対する産業合理化 =科学的管理体制

整備 :能率増進の要請に応えなけれ,ばならない情

勢が生じていた。 つぎに, 準戦時体制期 〔「満州
事変J〕 以後は, 総力戦をのちに迎える時代にす

すんで,Jl場能率 =生産性の向上 〔生産力拡充 。

生産増強〕という緊急の要求に応えなければなら

ない情勢が生じていた。

つまり,昭和期にはいって,昭和10〔 1935〕 年
の時点に立ち,昭和 5〔 1930〕 年までを第 1期 と

し,そ の後を第 2期 とすると, 日本の合FII化は,
工場管理の関連においてつぎのようにも整理でき



る1).

第 1期は,主として事業の財政的整理であった

が,第 2期においては,い よいよ工場管理が科学

的に改善され,かつ普及するにいたった。第 1期

は,主に金解禁による貨幣価値の圧迫に対する応

急的立てなおしであったが,第 2期 は, まさに海

外諸国の関税障壁を飛びこえようとして,製品原

価を合理的に低下するために,真剣に工場管理上
のいっさいの無駄をはぶこうとする努力の時代で

ある。

いいかえれば,第 1期 は単に国内的の問題にと

どまったが,第 2期においては,堂 々と国際的に

進出しようとする日本産業の対外経済戦のひとつ

の運動となったのである。

Ⅳ ま と め

① 本稿の要約
本稿の考察は, 日本の大学における工学部系統

〔帝国大学工科大学 。工学部,高等工業学校〕の

学科目編成に着目しつつ,経営学関連の教科目で

ある「工場管理法」「工場経営論」 などの設置状

況をみてきた (こ の点は主に Iで論じてきた。い

わば大学史,と くに経営学教科目史)。

文献公表の事実経過から読みとれるのは,工場

管理法 〔科学的管理法 。工場経営法〕という名称

をつかっていた工場管理学に対する実際的 。理論

的要請が,大正前期の啓蒙的な導入時期を経て,

大正中期ころを転回点に,大正後期には本格的に

満たされはじめることである (こ の点は主にⅢで

論じてきた。いわば経営学文献史).

工場管理学関連文献への需要は, まず実業界に

おいて実践的な関心にもとづいて高まった。つぎ

にそれは,高等教育機関が,実業界からの教育的

要請に応えるかたちで,教授用の必要性において

生じてきた。そして,大正中期に盛んとなる科学

的管理法の日本企業への導入・適用と並行する方

向において,官民を問わず, また高等教育機Ftlの

教科上の必要もあって,工場管理学文献への需要
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は高い水準を しめつづける (経営学文献史 )。

興味深いのは,高等教育機関の教科目における

経営学関係科目としての工場管理学の位置づけで

ある。大学工学部や高等工業学校は,そ れを,各

個工学科の専門的教授のなかで,最終学年 〔3年

次〕において, 選択・随意科目として,「工場管

理法」「工場経営論」科目 〔くわえて多少の経済

学・商学・法学関係の科目〕を,つけたし的に配

置しているだけであった。そういう事例が圧倒的

に多数派であった (経営学教科目史).

くりかえせば,大学工学部や高等工業学校の学

科目編成において,「工場管理法」「工場経営論」

のおかれている学年次は最終年次であって,選択

科目や随意科日,なかには科外科目というような

位置づけにあるばあいが多かった。高等工業教育

機関のなかには,工場管理学関係の教科目をまっ

たく配置していないものもあり, また,各個学科

単位でみても,それを配置していないものもかな

りあった。それゆえ,工場管理学関係の諸教科を

専任で担当し,講義する教員が不在の機関も多く

あった (→ この点は主にⅡ―12)で論じてきた。い

わば経営学教育史)。

② 工場管理学教育担当者の類型
高等教育機関における工場管理学関係科目の担

当者は,つ ぎのように類別することができよう
2)。

( )内 の所属機関は当時の 〔主な〕もの。
a)「教員型」 :大学工学部や高等工業学校,高

等商業学校に籍をおき,教鞭をとっていた者。た

とえば,渡辺鉄蔵 (東京帝大), 国松 豊 (小樽
高商→名古屋高商),根岸正す (高松高商),御園

生桂二郎 (山梨高工), 西日博太郎 (桐生高工)

桐淵勘蔵 (長岡高工 。そのほか)な ど。

b)「啓蒙家型」 :独立した立場から,高等教育

機関において教鞭をとっていた者。たとえば,上

野陽一 (能率コンサルタント), 荒木東一郎 (同

上)な ど。

c)「勤務者型」 :官庁や企業に勤務しながら,

高等教育機関において教鞭をとっていた者。たと

1)三菱経済研究所編『 日本の産業と貿易の発展』三菱経済研究所,昭和10年,139頁。

2)以 _上を枚挙するための参考文献 としては, 荒木東一郎 F能率一代記―経営顧間二十年一』 日本経営能率研究

所,昭和46年,並木高臭・斎藤毅憲 。中嶋誉富 。松本幹雄『モノづくりを一流にした男たち一日本的経営管理

の歩みをたどる一』日刊工業新聞社,1993年 .
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えば,神 田孝一 (大蔵省専売局), 野田信夫 (三
菱合資会社)な ど。
d)そ のほか, 工場管理学の実際と理論の「 日

本的」生成 と展開に貢献した主要人士を,以下に

任意に列挙 してお く。戦前に活躍 した者を中心に

かかげる。

一―池田藤四郎 (『能率増進無益の手数を省く

秘訣』明治44年 の著者), 井関十二郎 (同文館→

明治大学), 加藤重男 (新潟鉄工所), 鈴木久蔵

(為替貯金局),中 山太一 (ク ラブ歯磨),辻本豊
三郎 (福助足袋),石原正治 (旅順工科大学),松

本亦太郎 (東京帝大),淡路円次郎 (同上),増田

幸一 (同■),内 田勇三郎 (同 _ll),村本福松 (大

阪商科大学),宇野信三 (宇野能率事務所長),岸

信介 (商工省),伍堂卓雄 (海軍中将),波多野貞

夫 (同上),森川覚三 (日 本能率協会理事長),根

上耕一 (日 本事務能率協会の創始者), 山下興家

(鉄道省),加藤威夫 (三菱電気),安藤爾一 (経

営顧問), 堀米健一 (同 _L), 月ヽ野常雄 (同 _L),

上田武人 (同上), 新郷重夫 (同上), 金子利八

郎 (金子会計事務所長), 神′5新七郎 (川 崎重工

業),暉峻義等 (労働科学研究所),武藤山治 (鐘

ケ淵紡績),山辺武彦 (東洋紡績)。

なかでも,伍堂卓雄 (海軍工廠)・ 山下興家 (鉄
道省)。 上野陽一 (民間)は , 日本の能率三先達
といわれている3)。

O 全体のまとめ
要するに,大学工学部や高等工業学校における
工場管理学の教授体制は, この関連科目全体の展

望において観察すれば,経営学の教育上,体系性
と一貫性を欠くものであった。このことは,工学
系出身の技術的専門家が,実際に工場管理の具体
的な場面に当 Jllし たり,工場の全体的な経営管理
の問題に直接したりする現実を,十分に想定して
いないことを意味した。

大学I工学部や高等工業学校の教育をうけたノ、び

とが,現場主任・監督者や工場長の立場に,いず
れ′〔あるいは当初から〕立つだろうことは,想像

しやすいことがらである。それなのに,そ うした

教育機関において,管理学関連科目の配置・教授
が,つけたし的な位置づけでは,彼 らに対する教

育としては不十分のそしりを回避できなかった。

大学工学部や高等工業学校は, まさに工場経営の

現場に出ていく,技術的専門家に対する配慮を欠
いた,工学的専門技術中′とヽの教育体系しか用意で

きていなかった。

結局,それをおぎなったのは,官庁や民間の,

各企業の生産現場における実地指導の自助努力で

あり, さらにこれを助けたのが,主に,一部の官
立高等教育機関の教員,そ して官民に所属の経営

能率指導家 (→経営コンサルタント), 官民を問

わず設立されていた能率増進指導諸団体などであ

った。多くのばあい,高等教育機関とくに大学工

学部と高等工業学校が輩出した人材は,企業経営
の現場に出されてからあらためて,工場管理の実

践的理論教育をうけることとなったのである。

ところが,同 じ高等教育機関でも,高等商業学

校や大学商学部 。経済学部のほうでは,従来から
の商業学の伝統とのかねあい 。いきがかりを配慮

するかたちにおいて,よ り体系的,理論的に工場

管理学関連科目の教授がおこなわれていた。

たとえば,大正 9年から開始された小樽高商の

「企業実践科実習工場」における教育がある。同

高商は,企業実践科をおき,商業実践科をさらに

一歩すすめ,実際に商品を生産・販売し,企業経

営の実際を学習させようとするものであった。担

当指導教授は,国松 豊を中心としていた。
小樽高商は,大正 8年 の学科改正のさい,新 し
い学科目として,工学 (機械 。電気), 商工経営

(商店管理・工場管理・ 原価計算), 商品理化及

実験,企業実践 (工場管理に関する講義と実習)
などをくわえていた。この延長が先述の企業実践

科の設置である
4)。

この例にみられるように,高商のほうが,工場
経営の実際・実践を真正面より配慮した学問を整

備し,体系づけ,教授する努力をみせていた5).

3)並本ほか,前掲書,18頁。
4)『小樽商科大学史 開学六十五年』財界評論新社,昭和51年 ,138頁 ,134-135頁 。
5)大正期までの,高等商業教育の歴史的実態については,佐野善作『日本商業教育五十年史」東京商科大学,大
正14年 9月 を参照。そのほか1日高等商業や帝大経済学部の各大学年史も参照c



いずれにせよ,大二年間それもなかば以降にな

ると,独占資本主義段階に到達していた日本経済

は,産業経営の科学的・合理的な管理・運営体制
づくりを強く要請するにいたっていたのである。

こういうことであった。

経営の工学的管理ないし労働能率増進法が輸

入紹介せられ,資本家によって研究と配慮がど

うにか問題になりはじめたのは,よ うやく最初

の労働保護法たる工場法が議会を通過したIIJJ治

44年以後であり,能率問題が資本家の真剣な関

心を惹き起こした のは大正 5年の工場法施行

後,わ けても1920年 の世界恐慌以後のことであ

った6)。

第 1次世界大戦後の大正期から昭和初期にかけ

ての産業合理化運動の展開は,科学的管理法や能

率運動をめぐる官民一体となった推進運動による

ものであった'),8)。

79

工場管理の実際的 。理論的,実践的な教育と指

導は,実業界の場においては,高等教育とはべつ

に独自に実施されてきた。大学工学部と高等工業

学校における管理学教育の体制は,き わめて不十

分なものであった。とはいえ,実業界における実

践下1学的な工場管理学の勃興は, 日本経営学史の

発祥を裏づけるものである。その時期は大正中身|

であった。

戦後における工学系大学 。学部の経営学 :管理

学教育は,経営工学科・管理工学■・などという名

称をもった学科において, もっばらなされるよう

になった。したがって,戦前の体制とは全然異な

るといってよい。しかしながら,それ以外の工学

部の諸学科では,経営工学科に経営学関連の教育

科目を移動させ ll約 していった結果,そ の反 1新に

おいて,経営学関連の専門教育科目をほとんど排

除してしまう傾向をみせている。

6い 中村静治『 日本産業合理化研究』ダイヤモンド祖=‖
召和23年,25頁っ

7)高堂俊爾 F経営労務の構造と展開」ミネルヴァ書房,1988年 ,273頁 c

8)最近まで与えられている下記の諸文献は,当時のそうした事情背景を,と くによく説明してくれるものである。

加藤 尚文編 Fコ メンタールロ本経営史料大系 第 3巻 組織 。合理化」三一書房, 1989年。
大阪府立産業能率研究所『能研50年史』大阪府立産業能率研究所,昭和51年。

矢次 一夫編『財団法人協調会史―財団法人協調会三十年の歩み―』財ヨ法人協調会借和会,昭和40年。
日本能率協会編『経営と共に日本能率協会コンサルティング技術40年」日本能率協会,昭和57年。

産業能率短期大学編『上野陽一伝』産業能率短期大学出版部,昭和42年。

斎藤 毅憲『上野陽一 一人と業績」産業能率大学,日召和58年。
斎藤 毅憲 F上野陽一と経営学のバイオニア』産業能率大学,昭和61年。
原 輝史編 F科学的管理法の導入と展開―その歴史的国際比較―』昭和堂,199011。
奥田 健二『 人ヒ経営一日本経営管理史研究―」マネジメント社,昭和60年。
野田 信夫『 日本近代経営史―その史的分析―」産業能率大学出版部,昭和63年。           _
高橋  衛『「科学的管理法」と日本企業 ―導入過程の軌跡一」 ltll茶の水書房,1994年。
間  宏 監修 。解説日本労務管理史資料集第 1期全 9巻 ,第 8巻『科学的管理法の導入』五山堂書店,1987年。
間  宏 監修・解説日本労務管理史資料集第2期全10冊『宇野利右衛門著作選」工山堂書店,1989年。
間  宏 監修・解説日本労務管理史資ll集第 3期全10巻『雇用管理――長期安定雇用への道―』五山堂書店,

1993年。

奥FFl健二・佐々木聡編修・解説, 日本科学的管理史資料集全59巻,第 1集「雑誌篇―科学的管理法の普及を

先導した主要 4団体の機関誌―」,第 2集 「図書篇―翻訳・翻案, 調査・提言, 会議 。講演,事

l1/1資料 J工 IJJ堂書店,1995年～1997年 〔刊行予定〕。
問  宏  F日 本労務管:理史研究」ダイヤモンド社,昭和39年。
鐘紡株式会社社史編纂室編「鐘紡白年史』鐘紡株式会社,昭和63年。

倉敷紡績株式会社社史編纂委員編輯 FIJ顧六十二年』倉敷紡績株式会社,日召和28年。

倉敷紡績株式会社編『倉敷紡績百年史」倉敷紡績株式会社,昭和63年。

東洋紡績株式会社編修委員会『東洋紡績七十年史』東洋紡績株式会社,昭和28年。

東洋紡績株式会社社史編集室編『百年史東洋紡 L下」東洋紡績株式会社,昭和61年。      |
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ちなみにいえば,大学院 レベルの教育課程にな   【付 記】本稿の研究の一部は, 1995年度大阪産業大学
ると,経営工学科以外の諸学科では,経営学関連     学術研究助成金「奨励研究助成金」によっている。
の専門教育科目はほとんど消えてしまっている

。)c     記して感謝の意を表したいも
一-1994  4.22-―

-1995.10 10-―

9)九州工業大学は1996年度から大学院の講義で「企業経営特論Jを開講する。lIF工系の現場で本格白りな企業経営
の講義を開講するのは珍しい (『 日本経済新聞』1996年 1月 2711:初校時).


